
Ⅰ　現場に立脚した施策の構築・推進

Ⅰ-１　戦略的な情報発信と透明性の向上

①県政への関心を高める行政情報の提供

〇戦略的なパブリシティによる効果的な情報提供

達成状況 →
目標実績 3,576

内容
会議等を通じて各部局へ積極的な
発表、記者提供等を呼びかけてい
る。

達成状況 ○
目標実績 315件

内容
会議等を通じて各部局へ積極的な
応募を呼びかけている。

達成状況 ○
目標実績 12回

内容
各分野の専門家を招き、広報協会
等と連携し実施。

達成状況 ○
目標実績 ８回/年

内容

文書管理者会議や文書審査主任
研修会において、効果的な情報提
供につながる分かりやすい文書づく
りの必要性等について説明した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

・「30歳になったら静岡県」がH30全
国広報コンクール企画部門で入選
・全国知事会先進政策バンクで本
県政策２件が「優秀政策」を受賞

〇民間や関係団体と連携した特徴的な情報発信

達成状況 集計中
目標実績 －

内容

３０年度は３７人に委嘱し、30年９月
開催の「ふじのくにケアフェスタ
2018」の他、高校・大学への出前授
業や就職相談会等における広報を
展開した。

達成状況 →
目標実績 41社

内容

SNSや商業施設での情報発信及び
ネット販売の強化により広報を推
進。また、各団体と連携した取組に
より販売事業者は増加見込。

達成状況 ○
目標実績 20,000回以上／年

内容

・民間企業が作成した動画等（１１
本）を追加公開、出前講座等で動
画の紹介を行った
・マスコミに取り上げられるなど話題
性もあり、着実に再生回数が増加し
ている
・新たな「どぼくらぶ動画」を作成・公
開し、建設業のイメージアップを
図っていく

〇特定の分野に関心のある県民の把握と情報提供の推進

達成状況 ○
目標実績 30回

内容

平成30年度は、30回の情報発信を
実施し、目標を達成した。今後も、
メール等により継続的に県政情報の
発信を行い、県民の県政への関心
を高め、参画を促進していく。

静岡県行政経営革新プログラム　取組状況一覧表 

項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1101

記者会見や発表の積極的な開催や
タイムリーな記事化、報道化への働
きかけ

記者資料提供件数
5,500件(2021年度)

知事直轄組織広聴
広報課、各部局

1102
職員の広報技術の向上を図る広報
グランプリを開催

グランプリへの応募件数
200件以上／年

知事直轄組織広聴
広報課

1103
広報技術を備えた職員育成を図る
広報研修を実施

12回/年
知事直轄組織広聴
広報課

1104
文書管理者会議、研修会等を通じ
た職員の意識改革

職員研修５回以上/年
経営管理部法務文
書課、各部局

1105
全国的な施策表彰への積極的な応
募

毎年度受賞
知事直轄組織広聴
広報課、経営管理部
行政経営課、各部局

1106

「介護の未来ナビゲーター」広報に
よる、介護の仕事のやりがい等の発
信と介護分野への就業促進

社会福祉人材センター
が行う無料就職支援や
就職相談会により介護
福祉現場に就労した人
数1,000人（2021年度）

健康福祉部介護保
険課

1107 「ふじのくにシャツ」認定と広報
販売事業者数45社
（2021年度）

経済産業部地域産
業課

1108

建設業のイメージアップを図るととも
に社会インフラの重要性や魅力を
伝えるため、情報発信プラットフォー
ム「静岡どぼくらぶ」による広報戦略

動画再生回数15,000回
以上/年

交通基盤部建設政
策課

1109
「"ふじのくに"づくりサポーター」に
積極的な県政情報を発信

情報発信回数30回/年
知事直轄組織総合
政策課

◎…目標達成（取組完了）　　　　　　　　　　　○…目標達成（毎年度取組）
×…目標未達成　　　　　　　　　　　　　　　　　→…取組継続中
－…今後の取組（実施時期未到来）　　　　　集計中…指標未判明

資料３

1



項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →

目標実績
①８回　②22回
③登録者数 505人　④７回
⑤９回　⑥12回　⑦12回　⑧50回
①ふじのくに防災学講座等の開催
案内を中心に配信を行った。今年
度は講座の開催案内だけでなく、自
主防災新聞などの広報誌の発行等
についても配信を行い、県民の防
災意識の更なる向上を図る。

②年12回が目標のところ、平成30年
度は22回配信し目標を達成した。
③悪質商法に対する注意喚起や契
約トラブルの注意点など最新の情報
を月２回メール配信し、啓発を行っ
た。地域、職域、学校等様々な場に
おける出前講座の機会に、メールマ
ガジンの存在を周知し、登録を促し
ていく。
④平成30年度は、目標６回に対し、
７回の配信と、目標回数を１回上回
ることができた。配信時期が下半期
に偏ってしまったため、年間を通じ
て定期的な配信ができるようにす
る。

⑤平成30年度は9回の発信を行っ
た。主に部内各課からのイベント等
に併せた発信依頼を受けて対応し
ている。配信登録者は一般県民の
ほか、民生・児童委員やケアマネー
ジャーなど健康福祉部の施策に関
係のある方々も含まれており、今後
も部の取組についての情報発信
ツールとして継続していく。
⑥県内の商工業、労働、農林水産
業の最新情報「ふじのくに産業だよ
りSeeds」をメールマガジンで月１回
配信した。今年度も「ふじのくに産業
だよりSeeds」を通じて県内産業の最
新情報を広報していく。
⑦⑧農業経営に役立つ各種事業、
行事の紹介等の情報を発信した。

達成状況 ○
目標実績 ４回

内容
悪質商法に対する注意喚起や消費
者教育に関する情報等の内容につ
いて年４回発行し、啓発を行った。

達成状況 →
目標実績 45,750人

内容
会員数は昨年度比816人増加。目
標達成に向け拡大している。

達成状況 →
目標実績 1,569社

内容
会員数は昨年度比119社増加。目
標達成に向け拡大している。

達成状況 →
目標実績 累計2,442人

内容

県主催だけでなく、市町事業の支援
も行い、養成人数を増やした。今後
は、民間の取組も促進し、一層の拡
大を図る。

達成状況 →
目標実績 233団体

内容

参画団体数は増加しているが、目
標値の達成には更なる参画団体数
の増加が必要である。今後、民間事
業者団体あて、改めて参画を呼び
かけるなど、参画団体増加のための
取組を行う。

1110

メールマガジンの配信
①「自主防災メールマガジン」
②「交通安全わんクラブニュース」
③「くらしに役立つ消費生活情報
『静岡県くらしのめ～ル』」
④「環境局『エコめーるしずおか』」
⑤「健康福祉部『いきいき生活応援
便』」
⑥「ふじのくに産業だよりＳｅｅｄｓ」
⑦「農山漁村ときめきメールマガジ
ン」
⑧「静岡県認定農業者メールマガジ
ン」

①12回/年
②12回/年
③登録者数2,500人
(2021年度）
④６回/年
⑤12回/年
⑥12回以上/年
⑦12回/年
⑧12回/年

①危機管理部危機
情報課
くらし・環境部
②くらし交通安全課
③県民生活課
④環境政策課
⑤健康福祉部健康
福祉政策課
経済産業部
⑥産業政策課
⑦農業ビジネス課
⑧農業ビジネス課

内容

1111
くらしに役立つ生活情報誌「くらしの
め」発行

４回/年
くらし・環境部県民
生活課

1112
「富士山静岡空港サポーターズクラ
ブ」の会員拡大

会員数47,000人（2021
年度）

文化・観光部空港振
興課

1113
富士山静岡空港「企業サポーター
ズクラブ」の企業会員拡大

企業会員数2,000社
（2021年度）

文化・観光部空港振
興課

1114
「健幸アンバサダー」養成人数の拡
大

累計10,000人（2021年
度）

健康福祉部健康増
進課

1115
「障害を理由とする差別解消県民会
議」の参画団体数

300団体（2021年度）
健康福祉部障害者
政策課
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項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 累計68件

内容
オフィスや病院、店舗など花緑を装
飾し、活用している事業所の募集。

達成状況 集計中
目標実績 －

内容

「ふじのくに美農里プロジェクト」や
「しずおか農山村サポーター『むら
サポ』」などの活動により順調に参画
者が増大している。

〇地域特性を踏まえた情報発信

達成状況 ○
目標実績 22回×12局

内容
県内12局で、全県のイベントや地域
に密着した情報を発信。

達成状況 ○
目標実績 月１回以上実施

内容
各地域局において、記者懇談会等
の情報提供を毎月１回以上行った。

〇ターゲットに応じた広報媒体の活用による情報提供

達成状況 集計中
目標実績 -

内容 -

達成状況 集計中
目標実績 -

内容 -

達成状況 集計中
目標実績 -

内容 -

達成状況 ○
目標実績 292万件 増加

内容
閲覧者が見やすくわかりやすい
ページづくりを図った。

達成状況 ○
目標実績 12回

内容
県政情報や本県の魅力をふじっ
ぴー動画で発信した。

達成状況 ×
目標実績 12,173件

内容
新規ページ（県章、県旗、県歌、世
界農業遺産）を追加し、関心を引く
ぺージづくりを行った。

〇首都圏等、県外での情報発信の充実

達成状況 ○
目標実績 19件

内容

・月刊コロンブス（観光情報）　9件
・週刊観光経済新聞（観光情報） 3
件
・その他（県産食材紹介等）　7件

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容
31年１月～３月に首都圏スーパーで
「富士山しずおかマルシェ」を開催

1116
お花自慢の職場宣言事業所数の拡
大

累計150件（2021年度）
経済産業部農芸振
興課

1117
「ふじのくに美しく品格のある邑づく
り」の参画者数

80,000人（2021年度）
経済産業部農地保
全課

1118 コミュニティFMによる情報発信
コミュニティFMを活用し
た情報発信　年間12回
×12局

知事直轄組織広聴
広報課

1119
地域局による報道機関の地域支局
への情報提供

全地域局１回以上/月
危機管理部総務課、
経営管理部地域振
興課

1120

基幹広報紙である「県民だより」で、
県の方針や主な施策などを分かり
やすく情報発信

県民だよりの接触度
70％
（2021年度）

知事直轄組織広聴
広報課

1121

幅広い年齢層をターゲットに、テレ
ビ等を活用した分かりやすい情報発
信

テレビ・ＣＭの接触度
50％（2021年度）

知事直轄組織広聴
広報課

1122
若年層向けにツイッターをはじめＳ
ＮＳ等を活用した情報発信

SNSの接触度10%
（2021年度）

知事直轄組織広聴
広報課

1123

県民のニーズに応じた掲載情報の
充実及び情報へのアクセスが容易
となるような改善の継続的な実施

ホームページアクセス件
数200万件の拡大（毎年
度）

知事直轄組織広聴
広報課、経営管理部
電子県庁課

1124
県イメージキャラクター「ふじっ
ぴー」を活用した情報発信

「ふじっぴー」の動画配
信12回/年

知事直轄組織広聴
広報課

1125
子供向けホームページによる情報
発信

アクセス件数年間２万件
知事直轄組織広聴
広報課

1126
Ｗｅｂ、新聞、雑誌等のマスメディア
を活用した情報発信

パブリシティによるマスメ
ディア掲載件数　10件
／年

知事直轄組織ふじ
のくに大使館

1127
首都圏における食・文化等の魅力
発信

首都圏における「富士
山しずおかマルシェ」を
通じた販売額　5,000万
円　（2021年度）

経済産業部マーケ
ティング課
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項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 学生772人、社会人400人

内容

社会人は新規登録者が大幅に増加
し、目標を達成することができた。令
和元年度においても、センターから
の情報発信に加え、県外転出者と
のつながりを維持する「ふじのくにパ
スポート」による情報発信等により、
Ｕ・Ｉターン就職の促進に取り組んで
いく。

達成状況 ○
目標実績 9,981件

内容

県移住相談センターをはじめ、市
町、地域団体等が連携して、移住
相談に対応している。上期実績をふ
まえ、平成30年度中に目標値を毎
年9,000件に上方修正した。

〇若者の関心を高める県政等の情報発信

達成状況 集計中
目標実績 -

内容 -

達成状況 →
目標実績 23校（暫定値）

内容

Ｈ３０は、薬物乱用防止講習会の未
開催校を個別に訪問し、薬物乱用
の弊害を訴えるなど、講習会の開催
を推進した。今後は、大学等の担当
者に県が主催する講習会への参加
を呼びかけ、講習会の必要性を理
解していただくとともに、引き続き、
学校訪問をするなど、未開催校数0
件を目指して積極的に取り組む。

達成状況 →
目標実績 学生772人、社会人400人

内容

社会人は新規登録者が大幅に増加
し、目標を達成することができた。令
和元年度においても、センターから
の情報発信に加え、県外転出者と
のつながりを維持する「ふじのくにパ
スポート」による情報発信等により、
Ｕ・Ｉターン就職の促進に取り組んで
いく。

達成状況 ○
目標実績 5,428人/年

内容

市町、学校、自主防災組織、社会
福祉協議会、防災関係機関等と連
携して、多様な人材を対象として講
座・演習の充実を図った。今後もより
多くの県民を対象とした防災啓発の
実施に取り組んでいく。

達成状況 →
目標実績 集計中

内容

３０年度は３７人に委嘱し、30年９月
開催の「ふじのくにケアフェスタ
2018」の他、高校・大学への出前授
業や就職相談会等における広報を
展開した。

達成状況 ○
目標実績 ２講座開催

内容

(新産業集積課)ファルマバレープロ
ジェクトに関する寄附講座（一般講
義、集中講義）を全14回開催し、15
人が受講した。
(農林大学校)県の農業担い手確保
策について、講義を行った。

達成状況 ○
目標実績 ２講座開催

内容
２講座30講義を行った。前学期
86％、後学期67％の学生が建設行
政に関心を抱いた。

1128
静岡Ｕ・Ｉターン就職サポートセン
ターによる就職情報の発信

静岡Ｕ・Ｉターン就職サ
ポートセンターの新規登
録者数（学生）1,800人、
（社会人）300人（2021年
度）

経済産業部労働雇
用政策課

1129
静岡県移住相談センター等による
移住情報の提供

移住相談件数
　　6,000件/年
↓
【目標値の見直し】
　　9,000件/年

くらし・環境部企画
政策課

－

若年層向けにツイッターをはじめＳ
ＮＳ等を活用した情報発信＜再掲
＞

SNSへの接触度10%
(2021年度）

知事直轄組織広聴
広報課

1130 若者への薬物乱用防止 への啓発
薬物乱用防止に関する
講習会未開催校数　0
校（2021年度）

健康福祉部薬事課

－

静岡Ｕ・Ｉターン就職サポートセン
ターによる就職情報の発信＜再掲
＞

静岡Ｕ・Ｉターン就職サ
ポートセンターの新規登
録者数（学生）1,800人、
（社会人）300人（2021年
度）

経済産業部労働雇
用政策課

1131
防災の基礎知識やＤＩＧ、ＨＵＧなど
の演習を通じた、防災の理解促進

防災人材育成研修の修
了者数3,000人以上/年

危機管理部危機情
報課

－

「介護の未来ナビゲーター」広報に
よる、介護の仕事のやりがい等の発
信と介護分野への就業促進＜再掲
＞

社会福祉人材センター
が行う無料就職支援や
就職相談会により介護
福祉現場に就労した人
数1,000人（2021年度）

健康福祉部介護保
険課

1132 静岡産業大学への寄附講座の実施 ２講座/年
経済産業部新産業
集積課、農林大学校

1133
県内大学と連携した交通基盤に関
連する講座の実施

２講座以上/年（2019年
度）

交通基盤部建設技
術監理センター
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項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 20校実施

内容
実施により建設産業に対する理解
促進を図った。

〇オープンデータの推進

達成状況 ◎

目標実績 246，631件

内容

カタログサイトのリニューアルや、行
政経営研究会オープンデータ利活
用部会を開催し、市町の取組を促
進した。

達成状況 →
目標実績 816,824

内容

分野ごとに長期時系列データを整
備し、提供することで、利用者の利
便性が向上し、アクセス件数が増加
しているため、今後もデータの整
備・拡充を継続していく。

②県政への信頼性の向上

〇政策形成過程情報等の適正な管理と積極的な公表

達成状況 ○
目標実績 ８回/年

内容

文書管理規則及び文書管理規程の
周知と適正な公文書管理の徹底を
図るため、文書管理者会議や文書
審査主任研修会を開催した。

達成状況 ◎
目標実績 平成３１年１月１日に改正施行

内容

文書の保存期間を原則として１年以
上とし、例外的に保存期間を１年未
満とすることができる公文書の範囲
を限定的に列挙する見直しをした。

達成状況 ○
目標実績 「文書指示」の所属ゼロ

内容

42所属を対象に、文書管理の実態
を調査し、改善のための指導を行っ
た中で、「文書指示」の対象所属は
ないことが確認された。

達成状況 ○
目標実績 100%公表

内容

各所属への事前告知に加え、定期
的に進捗管理を行った。今後とも、
公表が徹底されるよう、継続して取り
組んでいく。

達成状況 ○
目標実績 １００％公表の維持

内容
定例幹部職員会議の終了後、会議
資料を県ホームページで公表した。

達成状況 ○
目標実績 毎月公表

内容

所属作業の進捗を管理し、2018年
度は265,319件の旅費を公表した。
今後とも、定められた時期までに公
表を行っていく。

達成状況 ○
目標実績 毎年８月に公表

内容
県退職者の営利企業等への再就職
状況について、平成21年度末退職
者以降、毎年８月に公表している。

1134

小中高校生に最新の土木技術や建
設業の重要性を理解してもらう機会
の充実

現場体感見学会・出前
講座実施学校数　毎年
度13校（2021年度）

交通基盤部建設業
課

－
「オープンデータカタログサイト」公
開データの利活用促進＜再掲＞

公開データの利用件数
60,000件（2021年度）
↓
【目標値の見直し】
926,000件/年(2021年
度)

経営管理部ＩＣＴ政
策課

1135

「統計センターしずおか」の利便性
向上及び利用しやすい統計データ
の提供

「統計センターしずお
か」のアクセス件数　100
万件（2021年度）

経営管理部統計利
用課、統計調査課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1136
文書管理規則等に基づく適正な公
文書管理の徹底

職員研修５回以上/年
経営管理部法務文
書課

1137 文書管理規則等の見直し 2018年度
経営管理部法務文
書課

1138
文書管理事務調査により、適正な文
書管理を確保

文書管理事務調査にお
ける「文書指示」の所属
ゼロ

経営管理部法務文
書課、各部局

1139
公表すべき審議会の会議録、会議
資料等をホームページで公表

100％公表の維持
経営管理部法務文
書課、各部局

1140
定例幹部職員会議の資料をホーム
ページで公表

100％公表の維持
知事直轄組織秘書
課

1141
職員出張旅費をホームページで公
表

毎月公表

経営管理部人事課、
法務文書課、電子県
庁課、出納局集中化
推進課、各部局

1142
幹部職員（課長級以上）の再就職
状況をホームページで公表

毎年８月に公表 経営管理部人事課
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項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 毎年６月に公表

内容
前年度の総労働時間を、行政経営
革新プログラムの取組状況を通じて
公表している。

達成状況 ○
目標実績 毎年１０月公表

内容
県職員の任用、給与、勤務時間等
の状況を県ホームページで公表し
ている。

達成状況 ○
目標実績 交渉終了後公表

内容

職員団体との秋季及び春季交渉の
概要（職員組合からの要求事項、要
求事項に対する県からの回答等）を
県ホームページで公表している。

達成状況 ○
目標実績 年４回公表

内容

契約相手先、契約金額、随意契約
の理由等の情報を四半期ごとに県
ホームページで公表した。
【掲載場所】
ホーム＞県政情報＞行革・情報公
開＞随意契約の情報

達成状況 ○
目標実績 公表

内容
当初及び補正予算の予算書、予算
説明書、歳入歳出決算書等を、県
ホームページで公表した。

達成状況 ○
目標実績 公表

内容

県の歳入及び歳出の決算額の推移
や、財政の健全化の状況などをまと
めた概要資料「静岡県の財政状
況」、県の基金の設置目的・残高等
をまとめた「静岡県の基金の状況」
を作成し、県ホームページ等で公表
した。
また、ホームページでインターネット
IRを配信するなど、本県の情報を積
極的に発信した。

達成状況 ○
目標実績 公表

内容

H29年度決算における財務諸表を、
決算特別委員会（H30.10）に提出
し、あわせて県ホームページで公表
した。

達成状況 ○
目標実績 ５回開催

内容

公文書開示請求によらず、ホーム
ページで情報提供を行った実例の
紹介を職員研修で行い、各所属で
の取組を促した。

達成状況 ○
目標実績 2,638冊増加

内容

歴史的公文書の公開作業を積極的
に進めた。また、ふじのくに地球環
境史ミュージアムなど県庁内外にお
いて展示を実施した。

〇エビデンスに基づく施策の構築・推進

達成状況 集計中
目標実績 －

内容 －

1143 職員の総労働時間の公表 毎年６月に公表 経営管理部人事課

1144

職員の任用、給与、勤務時間、服
務、福利厚生等の状況をホーム
ページで公表

毎年１０月に公表 経営管理部人事課

1145
職員団体との交渉経過をホーム
ページで公表

交渉終了後公表 経営管理部人事課

1146
随意契約情報をホームページで公
表

毎年度公表
知事直轄組織財政
課、各部局

1147
予算書・予算説明書、決算書・決算
説明書をホームページで公表

毎年度公表
知事直轄組織財政
課
出納局会計課

1148
県の財政状況を県民向けに分かり
やすく公表

毎年度公表
知事直轄組織財政
課

1149

中長期的な資産と負債の状況を踏
まえた財政運営を行うため、新公会
計制度に基づく財務諸表を公表

年1回公表
知事直轄組織財政
課

1150
県民が閲覧しやすく分かりやすい行
政情報提供の充実

職員研修５回以上/年
経営管理部法務文
書課

1151
歴史的公文書の公開冊数の増加と
展示の充実

1,500冊以上増加/年
経営管理部法務文
書課

－
総合計画及び分野別計画の進捗評
価実施・公表

100%
知事直轄組織総合
政策課、各部局
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項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ×
目標実績 72%

内容

平成29年度に実施した「事業レ
ビュー」のアンケート結果と比べて
6%改善したものの目標は達成でき
なかった。今後も、施策レビューを
継続して開催し、県政への理解促
進と信頼感の醸成を図っていく。

〇透明性の高い情報公開制度の運用

達成状況 集計中
目標実績 －

内容

大幅な悪化はないが、目標値には
達しなかった。職員研修等を通じ
て、情報公開制度の適切な運用を
図っていく。

達成状況 集計中
目標実績 －

内容

ホームページでの案内や電話問合
せの際の周知を行い、来庁すること
なく請求することができるようにして
いく。

達成状況 ○
目標実績 ５回開催

内容

庁内の情報提供の実例を紹介し、
各所属での取組を促した。今後とも
他県取組なども含めた取組の紹介
を行っていく。

〇職員のコンプライアンスの徹底による適正な業務執行

達成状況 ×
目標実績 懲戒処分者数７人

内容

コンプライアンス委員会における意
見等を踏まえ、コンプライアンスリ
レー研修により服務規律の徹底等
を図ったが、目標は達成できなかっ
た。今後は、次年度の同委員会の
意見等も踏まえ、コンプライアンス施
策の企画・検証を行い、更なるコン
プライアンスの推進に取り組む。

達成状況 ×
目標実績 懲戒処分者数７人

内容

各階層別研修や全職員を対象とし
たコンプライアンスリレー研修、運転
技能講習の実施等に取り組んだ
が、目標は達成できなかった。今後
は、積極的な周知・啓発や研修内
容の見直しなどを通じて、職員のコ
ンプライアンス意識の一層の向上を
図る。

達成状況 ×
目標実績 懲戒処分者数７人

内容

所属コンプライアンス担当者を252
人配置し研修を行うなどコンプライ
アンスを推進する職場づくりに取り
組んだが、目標は達成できなかっ
た。今後は、所属コンプライアンス
担当者の積極的な活用などを通じ
て、不祥事を許さない職場づくりを
推進する。

達成状況 ×
目標実績 文書指示　３所属

内容

財産調査の対象324箇所のうち73箇
所に対して調査を実施し、文書指示
の対象は３箇所だった。財産調査や
財産事務研修会の実施により、引き
続き、財産事務の適正化に努める。

達成状況 ×
目標実績 文書指示　29所属

内容

H30年度は284検査箇所数中、文書
指示のあった所属は29であった。
財務会計事務の適正な執行の確保
に向け、今後も継続して検査や研
修を実施する。

1152
「“ふじのくに”士民協働施策レ
ビュー」の開催

開催後アンケートで「県
との相互理解と信頼性
が増した」と回答した県
民の割合80％以上/毎
年度

知事直轄組織総合
政策課

1153 情報公開制度の適正な運用
公文書非開示決定のう
ち、審査会で不当と判
断された件数　0件/年

経営管理部法務文
書課

－

誰もが手軽に公文書開示請求がで
きるよう、ファックスやインターネット
での受付を推進＜再掲＞

ファックスやインターネッ
トで受付した開示請求
の割合の拡大/毎年度

経営管理部法務文
書課

1154

情報提供の拡充を推進するため、
庁内の取組事例の調査結果等を活
用した職員研修を実施

職員研修　5回以上/年
経営管理部法務文
書課

1155

静岡県コンプライアンス委員会にお
ける外部有識者の意見等を踏まえ
たコンプライアンス施策の推進

経営管理部人事課

1156

コンプライアンスに関する研修の充
実や、コンプライアンス推進月間等
を通じた職員コンプライアンス意識
向上の徹底

経営管理部人事課

1157

所属コンプライアンス担当者の設置
や、職員通報窓口の運営など、コン
プライアンスを推進するための職場
づくり

経営管理部人事課、
各部局

1158
公有財産調査や研修の実施など、
財産事務の適正な執行を確保

公有財産調査における
「文書指示」の所属ゼロ

経営管理部管財課、
各部局

1159

会計事務指導検査や研修の実施な
ど、財務会計事務の適正な執行を
確保

会計事務指導検査にお
ける「文書指示」の所属
ゼロ

出納局会計課、各部
局

懲戒処分者数ゼロ
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項目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ×
目標実績 文書指示　15所属

内容

H30年度は283検査箇所数中、文書
指示のあった所属は15であった。
物品調達事務の適正な執行の確保
に向け、今後も継続して検査や研
修を実施する。
なお、リレー研修は、216所属
12,709人が参加した。

〇内部統制に関する方針の策定と運用状況の公表

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容

2019年度内の策定に向け、庁内関
係課による検討会議を設置し、内容
を協議したほか、コンプライアンス本
部推進会議で全庁向けに説明を
行った。

1160

物品事務指導検査や各出先機関の
物品取締員による「職場リレー研
修」の実施など、適正な物品調達手
続き確保

物品事務指導検査にお
ける「文書指示」の所属
ゼロ

出納局用度課、各部
局

1161
「内部統制指針」の策定及び運用
状況の公表

2019年度策定、2020年
度から運用開始

経営管理部行政経
営課
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Ⅰ-２　県民参画の促進

①県民のこえの把握と反映

〇県民から直接意見を聴く機会の充実

達成状況 →
目標実績 知事広聴7回/移動知事室4回

内容

現場主義を体現するため、県内各
地に出向き、県民との意見交換等を
実施し、現状や課題の把握に努め
県政に反映した。

達成状況 ×
目標実績 1,841回

内容

施策等の周知と意見交換を目的に
各部局で実施。開催日程を見直し
た部局もあり、前年度に比べ回数は
減少したが、参加者は増加。

達成状況 ○
目標実績 世論調査1回/インターネット16回

内容
回収率の向上や、モニター応募者
の増加を図り、より多くの県民意識
等を把握した。

〇県民が県に意見を寄せやすい環境の整備

達成状況 ○

目標実績 随時実施

内容
ホームページ、県民だよりで意見へ
の回答や反映事例を紹介した。

達成状況 ×

目標実績 県民意見（事案）869件

内容
各種広報媒体や集会等の機会を通
じ、意見を伝える手段を周知した。

達成状況 集計中

目標実績 -

内容 -

達成状況 ○

目標実績 8回実施

内容
役割別に2種類の研修を計8回実施
し、職員の対応力向上を図った。

②県民参画による施策推進

〇県民生活に影響の大きい重要な計画等の策定にあたり、より多くの県民の意見を反映

達成状況 ○
目標実績 １００%実施

内容

規則等の改正予定の把握に努め、
原則実施を徹底した。今後とも、改
正予定の把握を徹底し、実施予定
所属との緊密な連携を図っていく。

達成状況 ○
目標実績 ７回開催

内容

意見件数の多かった案件の実施手
法を紹介した。今後とも、早期に実
施予定を把握し、実施所属との連
携を図っていく。

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1201 知事広聴、移動知事室の開催

知事広聴を全市町で開
催(2017～2020年度)、
移動知事室県内4地域/
年

知事直轄組織広聴
広報課、地域振興課

1202
タウンミーティング、県政出前講座
の開催

開催回数2,000回/年
知事直轄組織広聴
広報課、各部局

1203
県政世論調査、県政インターネット
モニターアンケート調査の実施

世論調査１回/年、
インターネットモニター
アンケート調査16回/年

知事直轄組織広聴
広報課

1204
県民意見への回答や県政への反映
事例の県民への公表

ホームページ、県民だよ
り等で随時事例を紹介/
毎年度

知事直轄組織広聴
広報課

1205

メール、電話、県民のこえ意見箱な
ど県民が意見を伝える多様な手段
の充実と周知

・タウンミーティング、
ホームページ、県民だよ
り等で伝える手段を周
知
・メール・手紙等で受け
付けた県民意見数
1,500件/年

知事直轄組織広聴
広報課

－

若年層向けにツイッターをはじめＳ
ＮＳ等を活用した情報発信＜再掲
＞

SNSの接触度10%
（2021年度）

知事直轄組織広聴
広報課

1206
全職員の県民のこえへの対応能力
向上を図る研修を実施

７回/年
知事直轄組織広聴
広報課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1207
規則、審査基準等についてパブリッ
クコメントの原則実施を徹底

100％実施
経営管理部人事課、
法務文書課、各部局

1208

職員研修を通じてタウンミーティング
と組み合わせたパブリックコメントを
実施するなど、県民等が意見を寄
せやすい環境づくりを推進

職員研修　７回以上/年
経営管理部法務文
書課、各部局

◎…目標達成（取組完了）　　　　　　　　　　　○…目標達成（毎年度取組）
×…目標未達成　　　　　　　　　　　　　　　　　→…取組継続中
－…今後の取組（実施時期未到来）　　　　　集計中…指標未判明
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

〇県民の政策形成過程への参画促進

達成状況 ○
目標実績 東部・中部・西部４箇所開催

内容

くるまざ会
東部：伊豆市12/21、富士市12/13
中部：藤枝市11/22
西部：浜松市北区12/7

達成状況 ×
目標実績 72%

内容

平成29年度に実施した「事業レ
ビュー」のアンケート結果と比べて
6%改善したものの目標は達成でき
なかった。今後も、施策レビューを
継続して開催し、県政への理解促
進と信頼感の醸成を図っていく。

達成状況 ×
目標実績 41人増加

内容

施策レビューに県民評価者等として
参加した方へ募集を行った結果、
登録者は前年度から41人増加し
368人になった。引き続き、制度の
周知を図り、目標達成に向け登録
人数の増加を目指していく。

達成状況 ○
目標実績 59名

内容

県政への参画意欲が高い県民が継
続して県政に参画できるようにサ
ポーターの継続参加枠を設けてお
り、59名のサポーターに県民評価者
として参加いただいた。今後も、サ
ポーターに継続参加の機会を提供
し、県政への参画を促進していく。

達成状況 ○
目標実績 30回

内容

平成30年度は、30回の情報発信を
実施し、目標を達成した。今後も、
メール等により継続的に県政情報の
発信を行い、県民の県政への関心
を高め、参画を促進していく。

達成状況 ○
目標実績 100%

内容

6つの施策に対していただいた31件
の改善提案を踏まえ、新年度の施
策や事業等の見直し等に反映する
とともに、反映状況を平成31年3月
11日に公表した。今後も、県民評価
者意見を参考に施策の見直しを行
い、反映状況を公表していく。

〇若者の県政参画促進

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容

委員改選を迎えた一部審議会等で
40歳未満の委員を選任した。
・総合計画審議会、行政経営推進
委員会　ほか

達成状況 ○
目標実績 34.40%

内容

施策レビューに高校生、大学生、20
代社会人の若者枠42人を設けるとと
もに、｢静岡時代｣、｢“ふじのくに”づ
くり学生研究会｣と共催し学生の視
点から広報を実施した結果、66人の
若者が県民評価者として参加した。
今後も、若者の参画機会の充実を
図り、県政への参画を促進してい
く。

達成状況 ○
目標実績 ３校

内容

日本大学国際関係学部、静岡大
学、静岡理工科大学において、新
入生ガイダンスに選挙管理委員会
職員が出席し、選挙に係る啓発ガイ
ダンスを実施した。

1209

地域住民、NPO等との社会資本整
備に関する相互理解の促進、協働
により、地域課題の解決を図るプ
ラットフォーム構築

東部・中部・西部各1箇
所

交通基盤部建設技
術監理センター

1210
「“ふじのくに”士民協働施策レ
ビュー」の開催

開催後アンケートで「ま
た参加したい」と回答し
た県民の割合80％以上
/毎年度

知事直轄組織総合
政策課

1211

「“ふじのくに”士民協働施策レ
ビュー」に県民評価者等参加経験
者のうち希望者を「"ふじのくに"づく
りサポーター」として登録、情報発信
等を実施

45人以上増加/毎年度
知事直轄組織総合
政策課

1212

「“ふじのくに”づくりサポーター」に
「“ふじのくに”士民協働施策レ
ビュー」など、県政参加の機会を提
供

募集状況に応じ、毎年
度希望者の継続参加

知事直轄組織総合
政策課

1213
「"ふじのくに"づくりサポーター」に
積極的な県政情報を発信

情報発信回数30回/年
知事直轄組織総合
政策課

1214

「“ふじのくに”士民協働施策レ
ビュー」による施策や事業等の見直
し結果や意見の反映状況を公表

県民評価者意見を参考
に見直しを行った施策
の割合100％/毎年度

知事直轄組織総合
政策課

1215
県審議会等への若者委員の選任拡
大

委員改選時等の選任検
討を実施

経営管理部行政経
営課

1216
「“ふじのくに”士民協働施策レ
ビュー」への若者参画機会の充実

若者参加率30％以上/
年

知事直轄組織総合
政策課

1217
高等学校等への選挙出前授業の実
施

大学の新入生ガイダン
ス等を活用した選挙啓
発
３校以上／年

選挙管理委員会、
教育委員会
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 31人

内容

若者選挙パートナーに、31人の若
者を任命し、毎月１回程度の企画会
議を開催し、若者の視点を反映した
効果的な選挙啓発を実施した。
選挙出前授業の実施、ＳＮＳを活用
した啓発、県議会議員選挙の臨時
啓発事業への参加、若者への呼び
かけなど。

達成状況 ○

目標実績 意見交換会１回開催

内容
県内4大学の環境サークルと連携し
環境問題について考える意見交換
会を開催した。

1218
投票率向上に向けた選挙啓発事業
の企画運営

10人以上/年の若者が
参画

選挙管理委員会

1219
若者世代を対象とした環境意識の
向上

大学生等の若者世代へ
の環境教育・意見交換
会を毎年度実施

くらし・環境部環境政
策課

11



Ⅰ-３　民間・市町・地域との連携・協働

①民間との協働による県民サービスの向上

○ＮＰＯ・民間団体・県民等との連携・協働による県民サービスの向上

達成状況 ○
目標実績 3,819件

内容
前年度の3,595件から224件増加し、
協働の取組による事業の推進が図
られている。

達成状況 ○
目標実績 事例共有を実施

内容

行政経営研究会と市町出席者が重
なる「持続可能な地域コミュニティに
向けた県・市町連携推進会議」で、
協働事例の共有を行った。

達成状況 ○
目標実績 協定締結企業との連携による取組

内容

包括連携協定を締結している民間
企業20社と、県政情報、観光や県
産品の情報発信、地域産業の振興
など、多くの分野で協働を進めた。
引き続き協定締結企業との連携を
一層推進するとともに、民間企業と
協定締結を積極的に進めていく。

達成状況 ○
目標実績 100%

内容

年に1度、協定締結事業者の担当
者と連絡先の確認を実施。また、事
業者を対象に研修を実施し、連携
体制を強化。

達成状況 →
目標実績 ７大学34人

内容

日本医科大学に設置した地域枠の
拡充（１→４）、関西医科大学に新た
に地域枠５を設置。
今後も引き続き、地域枠の更なる拡
充に取り組んでいく。

達成状況 ○
目標実績 取組実施

内容
連携企業での物産展開催や、県産
品を使用した商品開発を支援

達成状況 →
目標実績 24校

内容

平成30年度は新たに４校との就職
協定を締結し、協定締結数は24校
となった。令和元年度においても協
定締結を促進し、県外大学生の県
内企業への就職支援に取り組んで
いく。

達成状況 →
目標実績 1,260件

内容

外国語ボランティア（イベント通訳や
交流事業等）や留学生親善大使
（学校訪問や多文化共生フェア等）
について広く周知し取組を推進して
いる。

達成状況 →
目標実績 44%

内容

通知及び研修会等で各学校に参加
の呼びかけを実施し、目標を達成し
た。今年度においても、同様に地域
防災訓練の参加の呼びかけを行う。

達成状況 ○
目標実績 ５回

内容

中間支援（NPOに対する支援）の担
い手となる人材の育成のために、市
民活動センタースタッフ向けの集合
研修を５回開催した。

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1301
県とＮＰＯ、地域住民、企業等との
協働の推進

協働取組件数の拡大
3,500件以上/年

経営管理部行政経
営課、各部局

1302
住民参加型の自治体経営の研究の
推進

行政経営研究会を通じ
た協働事例の検証と共
有化/毎年度

経営管理部行政経
営課

1303
民間企業等と締結した包括連携協
定の活用

協定締結企業との連携
による取組/毎年度

知事直轄組織総合
政策課、各部局

1304
防災協定による民間事業者等との
連携確保

防災協定締結事業者と
の連絡体制確認実施率
100％/毎年度

危機管理部危機政
策課

1305 県外医科大学との地域枠の設置
2017年度の取組（6大学
26人）を拡充（2019年
度）

健康福祉部地域医
療課

1306

連携協定を締結した民間企業の
ネットワークや技術を活用した県産
品の販路拡大

県産品の販路拡大への
取組実施/毎年度

経済産業部マーケ
ティング課

1307

県外大学との就職支援協定の締結
による、県内企業へのＵＩＪターン就
職の促進

大学等との就職支援協
定締結数30校（2021年
度）

経済産業部労働雇
用政策課

1308
相互理解促進人材（外国語ボラン
ティア等）の活動件数

1,300件（2021年度）
くらし・環境部多文化
共生課

1309
中高生などの担い手を育成、地域
防災力を充実

地域防災訓練参加率
25％以上(2021年度)

危機管理部危機政
策課、危機情報課

1310
市町と連携し、人材育成を中心に市
民活動センター等の機能を強化

市民活動センタースタッ
フ等を対象とした研修
開催回数　４回/年

くらし・環境部県民生
活課

◎…目標達成（取組完了）　　　　　　　　　　　○…目標達成（毎年度取組）
×…目標未達成　　　　　　　　　　　　　　　　　→…取組継続中
－…今後の取組（実施時期未到来）　　　　　集計中…指標未判明
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 15件

内容
先進的な協働の取組事例につい
て、15件の調査を行いその結果を
サイト（ふじのくにNPO）で発信した。

達成状況 →
目標実績 126社

内容

サポーター企業の活動をまとめた冊
子などによりＰＲを実施し、新たに２
社と協定を締結した。引き続きＣＳＲ
活動等に関心の高い企業の参加を
促していく。

達成状況 ○
目標実績 5,173人／年

内容
森林資源利活用事業等に29年度と
比較して12団体、1,003人増の参加
があった。

達成状況 集計中
目標実績 －

内容

ふじのくに地域・大学コンソーシアム
を通じた大学間連携講座の開催支
援を行っている。
また、静岡県立大学と静岡文化芸
術大学の２つの県立大学でも県民
を対象とした公開講座等を開催して
いる。

達成状況 ○
目標実績 ボランティア117人

内容
ボランティア117人が運営支援を行
い、毎年度の目標を達成した。

達成状況 →
目標実績 104名

内容

平成31年３月31日現在の登録者数
は104人で、当初の目標は達成でき
ているが、脱退による減員もあり得る
ため、引き続き人材確保に取り組ん
でいく。

達成状況 集計中
目標実績 －

内容

　壮年熟期（66～76歳）の方などの
社会参加・社会貢献活動の促進を
図るため、県内各地で社会参加促
進フェアや各種講習会・体験会を開
催した。

達成状況 →
目標実績 331,719人

内容

　認知症サポーターの数は年々増
加し、県民の認知症に対する理解
促進が図られているが、認知症高
齢者等を支える活動に十分に至っ
ていない。このため、サポーターの
活動を支援していく仕組みづくりに
取り組んで行く。

達成状況 →
目標実績 1,591団体

内容

　第６回ふじさんっこ応援フェスタの
開催など、ふじさんっこ応援隊やそ
の活動の周知を図ったことにより、
応援隊を225団体増加することがで
きた。
 今後も、ふじさんっこ応援隊への更
なる参加促進に向け、市町や関係
団体、県民等に対するふじさんっこ
応援隊の周知を積極的に行ってい
く。

達成状況 →
目標実績 7,041店舗

内容

　大手チェーン店に対する協賛の
働きかけのほか、市町等とも連携し
協賛店舗の増加を図ったことで、
727店舗増加することができた。
　今後も、同事業への協賛が子育て
世帯への応援につながることなどを
周知し、協賛店舗の開拓や事業の
周知に取り組んでいく。

1311

多様な主体による先進的な協働の
取組事例や地域課題の解決に取り
組むNPOの情報を提供

先進的な協働の取組事
例の情報提供件数
15件/年

くらし・環境部県民生
活課

1312
「しずおか未来の森サポーター」参
加企業数の拡大

136社（2021年度）
くらし・環境部環境ふ
れあい課

1313
民間企業等と協働した富士山の自
然環境保護活動の推進

ふじさんネットワーク会
員による環境保全活動
参加人数　4,000人以上
/年

くらし・環境部自然保
護課

1314
大学間や大学と地域社会との連携
を推進

県内の高等教育機関が
県民を対象に開催した
公開講座・シンポジウム
の回数500回（2021年
度）

文化・観光部大学課

1315
ボランティアによる県立美術館の運
営支援、地域連携推進

県立美術館ボランティ
ア登録者100人以上/年

文化・観光部文化政
策課

1316

ボランティアによるふじのくに地球環
境史ミュージアムの運営支援、地域
連携推進

ふじのくに地球環境史
ミュージアムのボラン
ティア登録者100名以上
（2021年度）

文化・観光部文化政
策課

1317
老人クラブなど、長寿者が活躍でき
る環境づくりを促進

社会参加している高齢
者の割合　70％（2021
年度）

健康福祉部長寿政
策課

1318 「認知症サポーター」を養成
累計360,000人（2020年
度）

健康福祉部長寿政
策課

1319
ふじさんっこ応援隊の参加・連携を
促進

2,000団体（2021年度）
健康福祉部こども未
来課

1320
協賛店舗との連携による「しずおか
子育て優待カード」事業の展開

協賛店：7,500店舗
（2021年度）

健康福祉部こども未
来課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 306組

内容

新規里親獲得のための啓発・相談
会を行い、平成３０年度では38組の
新規里親を獲得した。引き続き新規
里親獲得に向けて普及啓発等を実
施していく。

達成状況 →
目標実績 11,067人

内容
静岡県歯科医師会と連携し、研修
事業を通じて着実に推進員は増加
している。

達成状況 →
目標実績 200人

内容

当該年度の期待値には達しなかっ
たが、着実に養成している。多くの
学生の参加を促すため、引き続き教
育委員会と連携して、研修開催周
知を行う。

達成状況 →
目標実績 49440人

内容

県や市町が主体となり養成研修を
実施し、養成数は順調に増加。今
後は、学校や経済団体等、様々な
分野とも連携して研修を実施する。

達成状況 →
目標実績 2,448件

内容

しずおか健康いきいきフォーラムの
活動趣旨に賛同する民間企業や団
体の掘り起こしに積極的に取り組ん
でおり、順調に伸びている。

達成状況 ○
目標実績 7件

内容

東芝機械㈱、㈱ヤナギハラメカック
ス等と協力し、計7コースの訓練を実
施し目標値に達した。
R元年度においても、目標値に達す
るよう取り組んでいく。

達成状況 →
目標実績 2,851人

内容

民間企業との共同実施をはじめとし
た取組の結果、前年度を190人上回
り、目標に向けて順調に推移してい
る。
令和元年度においても、民間企業
等との連携を継続し実施場所を拡
大して事業の裾野の拡大に取り組
んでいく。

達成状況 →
目標実績 15,488ha

内容

公益性・緊急性が高く、所有者によ
る整備が困難な森林の整備を促進
した。進捗は順調。今後も整備の着
実な実施と、成果を広く発信する。

達成状況 ○
目標実績 東部・中部・西部４箇所開催

内容

くるまざ会
東部：伊豆市12/21、富士市12/13
中部：藤枝市11/22
西部：浜松市北区12/7

達成状況 →
目標実績 10,425人

内容
積極的にボランティア参加者を募
り、引き続き取組を実施していく

達成状況 ○
目標実績 62件

内容

「しずおか農山村サポーター『むら
サポ』」の企業会員は順調に増加し
ており、地域農産物の活用などの具
体的支援も拡大している。

1321 里親登録者数 350組（2021年度）
健康福祉部こども家
庭課

1322 8020推進員数 11,000人（2022年度）
健康福祉部健康増
進課

1323 声かけサポーターの養成人数
（2018～2021年度）
累計1,000人

健康福祉部障害者
政策課

1324
自殺の危険性の高い人の早期支援
のため「ゲートキーパー」を養成

累計52,000人を養成
（2021年度）

健康福祉部障害福
祉課

1325
民間活力を活かした「健康づくり運
動」を展開

しずおか健康づくりサ
ポーター登録件数
2,500件（2022年度）

健康福祉部健康増
進課

1326

12信用金庫や企業との協定に基づ
き、企業ニーズに合った職業訓練
や企業の設備、人材を活用した訓
練を実施

協定締結信用金庫等と
の連携による取組/毎年
度

経済産業部職業能
力開発課

1327

ものづくり体験「ＷＡＺＡチャレンジ
教室」を民間企業と共同で実施し、
企業の広報媒体を活用

ＷＡＺＡチャレンジ教室
の参加者　累計9,600人
以上（2018～2021年
度）

経済産業部職業能
力開発課

1328 協働による荒廃した森林の整備
森の力再生面積
19,036ｈａ（2021年度）

経済産業部森林計
画課

－

地域住民、NPO等との社会資本整
備に関する相互理解の促進、協働
により、地域課題の解決を図るプ
ラットフォーム構築＜再掲＞

東部・中部・西部各1箇
所

交通基盤部建設技
術監理センター

1329
ボランティアによる県営都市公園の
管理運営支援

ボランティア参加者数
16,000人（2021年度）

交通基盤部公園緑
地課

1330

「ふじのくに美しく品格のある邑づく
り」の「むらサポ」登録企業等の協力
を得た支援活動

企業協力40件以上/年
経済産業部農地保
全課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

○県民協働型の施策推進手法の導入

達成状況 →
目標実績 H30：222人（累計549人）

内容

高校生の海外体験促進(留学)、教
職員の海外研修、海外インターン
シップ等を実施した。引き続き実施
し、目標達成を目指す。

達成状況 ○
目標実績 478件・6,150千円の寄付

内容

リーフレット、ホームページ等で制度
をPR。2018年度は2017年度（125
件・1,721千円）より353件・4,429千
円増加。

達成状況 ○
目標実績 108件・1,350千円の寄付

内容

リーフレット、ホームページ等で制度
をPR。2018年度は2017年度（187
件・2,450千円）より79件・1,100千円
減少。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
庁内での活用事例を調査し、調査
結果の公表及び庁内での情報共有
を行った。

○民間の能力とノウハウの活用による県民サービス向上

達成状況 ◎
目標実績 下記のとおり

内容

予算要求等の準備期間を考慮し、
令和2年4月を運用開始時期として、
「静岡県PPP手法導入検討指針」を
策定した。

達成状況 ×
目標実績 4/43施設

内容

満足度80％を下回った４施設の満
足度は、近年は改善傾向にあり、引
き続き、利用者意見等を踏まえた
サービス改善の取組を促進してい
く。

達成状況 ×
目標実績 ６施設是正

内容

指定期間開始２年目にあたる13施
設を対象に実施した。延べ６施設で
法令違反が発見され、指導を行い、
年度内に是正措置された。

達成状況 ○
目標実績 全施設公表

内容
各施設で29年度実績について外部
評価を行い、その結果をHPに公表
した。

達成状況 ◎
目標実績 ２施設で新規導入

内容

指定管理者による運営を開始した。
・日本平山頂シンボル施設
　　　　　　　　　（H30.10.1～）
・浜松学園（H31.4.1～）

達成状況 ◎
目標実績 平成31年４月から導入し、取組終了

内容
　平成31年４月から公共施設等運
営権制度を活用した新たな運営体
制に移行した。

○外部の視点による外郭団体等の不断の検証

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容

全ての外郭団体を対象に、「団体の
必要性」、「事業成果」、「経営の健
全性」について重点的に点検評価
を行った。今後は、点検評価におい
て課題のあった団体を対象に、今
後のあり方等について行政経営推
進委員会における個別検証を行う。

1331
県民や企業の寄附による児童生徒
の海外渡航の促進

ふじのくにグローバル人
材育成基金による海外
派遣者数　累計900人
（2016～2020年度）

教育委員会高校教
育課

1332
ふるさと納税による地震・津波対策
の推進

着実な支援の確保 経営管理部税務課

1333
ふるさと納税による世界遺産富士山
の保全管理の推進

着実な支援の確保 経営管理部税務課

1334
クラウドファンディングの手法を活用
した県民協力による事業推進

クラウドファンディングの
手法活用への支援

経営管理部行政経
営課

1335
「静岡県PPP手法導入検討指針」の
策定と効果的運用

2018年度中に策定・運
用

経営管理部行政経
営課

1336
利用者満足度が80％に達しない施
設の調査分析と見直し

利用者満足度80％に達
しない施設ゼロ/毎年度

経営管理部行政経
営課、各部局

1337

指定管理者制度導入施設における
労働法令点検の実施による労働環
境の適切な確保

労働法令違反ゼロ/毎
年度

経営管理部行政経
営課、各部局

1338
指定管理者制度導入施設のモニタ
リング・評価・公表の徹底

各施設の評価委員会で
運営状況を検証・公表/
毎年度

経営管理部行政経
営課、各部局

1339 指定管理者制度の着実な導入

日本平山頂シンボル施
設
（2018年度導入）
浜松学園
（2019年度導入）

文化・観光部観光政
策課
健康福祉部障害者
政策課

1340

富士山静岡空港への公共施設等
運営権（コンセッション）の着実な導
入

2019年度導入
文化・観光部空港管
理課

1341

外部有識者等により、社会状況の
変化を見据えた団体のあり方の検
証を実施

全団体のあり方を個別
評価（2021年度）

経営管理部行政経
営課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ◎
目標実績 新型評価を導入

内容

行財政改革推進委員の意見を踏ま
え、「団体の必要性」、「事業成果」、
「経営の健全性」を重点的に点検す
る評価様式に見直した。

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

＜大学＞
平成30年度は、県公立大学法人評
価委員会を４回開催し、県大、文芸
大の業務実績に関する評価等を行
い、両大学の中期目標の達成に向
けた取組を推進している。

＜静岡県立病院機構＞
【医療面】県立病院としての使命を
担い、医療の更なる質の向上とその
体制づくりへの取組を引き続き実
施。
【経営面】毎年度黒字及び中期目
標の「５年間累計の経常収支比率
100％以上」を達成

○オープンイノベーションによる地域課題の解決

達成状況 →
目標実績 246，631件

内容

カタログサイトのリニューアルや、行
政経営研究会オープンデータ利活
用部会を開催し、市町の取組を促
進した結果、目標を達成したため、
目標値を上方修正する。

達成状況 →
目標実績 11件

内容

優れた技術を保有する地域企業と
外部技術を必要とする企業とを結
び、前向きな商談や秘密保持契約
を成立させた。今後も取組を進め地
域企業の製品開発・販路開拓等を
支援していく。

達成状況 ○
目標実績 10件

内容

新成長戦略研究の推進に当たって
は、外部評価委員による客観的評
価を徹底し、効率的、効果的な研究
を進めており、実用化件数は10件と
目標値を上回った。

達成状況 →
目標実績 2018年度　　14件

内容

新法人ふじのくに医療城下町推進
機構を中核支援機関として地域企
業の製品開発を支援し、事業化を
促進した。

達成状況 →
目標実績 2018年度　46件

内容

中核支援機関フーズ・サイエンスセ
ンターに、専門コーディネータを配
置し化成品・加工機械の開発を支
援するなど、地域企業の事業化を
促進した。

達成状況 →
目標実績 2018年度　９件

内容

中核支援機関であるフォトンバレー
センターでは、大学等の知見を活
用して地域企業の課題を解決する
新たな事業を実施し、あらゆる産業
分野への光・電子技術の応用により
事業化を促進した。

達成状況 →
目標実績 170会員

内容

・一般会員142(前年比41者増)、賛
助会員28(同11者増)
・より一層の会員拡大を図り、産学
官金の多様な主体の参画を促す。

1342

団体の事業の有効性や経営の健全
性等について定期的な点検評価を
実施

2018年度新型評価を導
入

経営管理部行政経
営課

1343

地方独立行政法人（静岡県公立大
学法人、静岡文化芸術大学、静岡
県立病院機構）の中期目標の達成
に向けた着実な取組

中期目標の達成
文化・観光部大学
課、健康福祉部医療
政策課 内容

1344
「オープンデータカタログサイト」公
開データの利活用促進

公開データの利用件数
60,000件（2021年度）
↓
【目標値の見直し】
926,000件/年(2021年
度)

経営管理部ＩＣＴ政策
課

1345

「オープンイノベーション静岡」によ
る本県を牽引する可能性がある地
域企業の集中的支援

オープンイノベーション
静岡の支援による中堅・
中小企業等の新たな製
品開発・販路開拓等件
数　累計40件（2018～
2021年度）

経済産業部産業政
策課

1346

企業ニーズと大学等のシーズを結
び付け、研究成果の速やかな技術
移転を促進

新成長戦略研究のう
ち、研究成果が新たに
実用化した件数　８件/
毎年度

経済産業部産業イノ
ベーション推進課

1347

医薬品・医療機器等の医療健康産
業の集積を目指し、産学官金で連
携し、ファルマバレープロジェクト第
３次戦略計画を着実に推進

経済産業部新産業
集積課

1348

機能性食品などの付加価値の高い
食品産業の集積を目指し、産学官
金で連携し、フーズ・サイエンスプロ
ジェクト第２次戦略計画を着実に推
進

経済産業部新産業
集積課

1349

光・電子技術関連産業の集積を目
指し、産学官金で連携し、フォトンビ
ジョンを着実に推進

経済産業部新産業
集積課

1350

産学官金の多様な主体の参画を得
たアグリオープンイノベーション
（AOI）プロジェクトの推進

ＡＯＩフォーラム参画会
員数　累計200会員
（2021年度）

経済産業部農業戦
略課

静岡新産業集積クラス
ター事業化件数　累計
226件（2018～2021年
度）
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 1件

内容
自動運転用地図（ダイナミックマッ
プ）に活用された

達成状況 →
目標実績 新技術導入7件（2018年度まで）

内容

現場ニーズと技術シーズのマッチン
グを図る「新技術交流イベント」の開
催等により、課題解決が可能な新技
術の導入推進を図っている。

②広域連携による地域課題の解決

○県・市町の連携による課題解決の推進

達成状況 ×
目標実績 159件

内容

これまでの相談事例への対処方法
や考え方を取りまとめた「ガイドブッ
ク」を作成・公表した結果、類似の相
談が減少しているが、相談内容の高
難度化が進んでいる。

達成状況 ○
目標実績 10件

内容
市町の意向を踏まえた１０テーマ（う
ち２テーマは新規）について検討等
を実施した。

達成状況 集計中
目標実績 －

内容 －

達成状況 →
目標実績 27.3%

内容
各市町が参画する行政経営研究会
等を通じ、市町公営企業の経営戦
略策定に向けた支援を行った。

達成状況 →

目標実績
県及び27市町の公共施設の情報を
オープンデータ化

内容

建設年、面積、構造等、各自治体の
公共施設情報を公開した。併せて、
県の地理情報システム上にも掲載し
た。

達成状況 ○
目標実績 県内４地域で開催

内容
知事と市町の首長による伊豆半島、
東部、中部及び西部の各地域サミッ
トを開催した。

達成状況 →
目標実績 31市町

内容
市町の意向を踏まえ、Ｒ元年度の人
事交流は79人、技術派遣は13人の
交流を実現した。

達成状況 ×
目標実績 32市町

内容
市町職員研修実施計画に基づき、
研修を実施した。

○市町への権限移譲による自主性・自立性の強化

達成状況 ○
目標実績 ２回

内容

2019年４月の移譲に向け市町と調
整した。また、検証結果を踏まえた
県の協力体制等について市町との
協議を２回実施した。

1351

多様な主体が参画し、３次元点群
データを利活用したサービス開発
への取組

３次元点群データを活
用して開発されたサー
ビス（システム数）５件以
上（2021年度）

交通基盤部建設技
術企画課

1352

県の建設現場が抱えるニーズを公
表し、課題解決が可能な民間企業
の新技術の募集・導入

新技術の導入件数
10件（2021年度）

交通基盤部建設技
術企画課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1353

「市町行財政総合相談窓口」を通じ
た市町の行財政運営に関する課題
の解決

「市町行財政総合相談
窓口」に寄せられた相
談に対する回答件数
200件以上/毎年度

経営管理部市町行
財政課

1354

「行政経営研究会」で県と市町で共
通する行政課題等の解決に向けた
検討と実践

「行政経営研究会」にお
いて県と市町の共通課
題等の解決に取り組ん
だ件数
8件以上/毎年度

経営管理部市町行
財政課

－

県個人住民税徴収対策本部会議
による数値目標の設定、滞納整理
強化月間などの取組の推進<再掲>

全国10位以内の収入率
（2020年度）

経営管理部市町行
財政課、税務課

1355

公会計・経営戦略等「見える化」の
活用による行財政運営の改革を促
進

将来に向けた行財政運
営の改革を行った団体
数
半数以上の市町（2021
年度）

経営管理部市町行
財政課

1356
市町との連携によるファシリティマネ
ジメントの推進

公共施設情報のオープ
ンデータ化取組市町数
３５（2021年度）

経営管理部行政経
営課

1357 地域サミットの開催
県内４地域で開催/毎
年度

経営管理部地域振
興課

1358
県・市町の人事交流制度を活用し
た人材育成・相互理解の推進

全市町との交流（2018
～2021年度）

経営管理部市町行
財政課、人事課

1359
県・市町合同の効果的な職員研修
の実施

全市町が参加/毎年度
経営管理部市町行
財政課、人事課

1360

「ふじのくに権限移譲推進計画（第3
期）」の着実な推進と移譲後のフォ
ローアップ

計画に沿った着実な権
限移譲の推進、年１回
以上の検証

経営管理部市町行
財政課

17



項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

○市町間連携の強化

達成状況 →
目標実績 累計22件

内容
美しい伊豆創造センターの再編支
援など、市町の広域連携を支援し
た。

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容
中核市移行を検討している富士市
の求めに応じ、必要な資料等を提
供した。

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容
未加入の５町（川根本町、松崎町、
森町、南伊豆町、吉田町）に対し、
継続して参画を依頼中。

達成状況 ○
目標実績 ２回開催

内容

教育情報化推進ワークショップを２
回実施した。（新学習指導要領に向
けた教育の情報化（８月）、プログラ
ミング教育の推進（２月））

○県域を越えた多様な主体との連携

達成状況 ○
目標実績 地方創生に向けた連携による取組

内容

３県の銀行、商工会議所、行政で連
携し、外国人向けの「県境の無い地
図」作成や「e-BIKEを活用したサイ
クリングイベント」等を実施し、観光
振興を中心とした地方創生に向け
た取組を実施した。引き続き官民で
連携し、地方創生に向けた取組を
推進する。

達成状況 ○
目標実績 継続して確保

内容

山梨県や神奈川県とともに「富士山
火山防災対策協議会」を設立し、富
士山の火山防災対策を推進してい
る。

達成状況 ○
目標実績 継続して確保

内容
連絡体制は確保されており、平成30
年7月豪雨の被災地を支援した。

達成状況 ○
目標実績 8月5日東京有楽町で実施

内容
近隣3県と連携して、99組124人の
来場者に対し、地域紹介、移住セミ
ナー、個別相談等を行った。

達成状況 ○
目標実績 ３件の取組を実施

内容

・神奈川県及び東京都と連携した自
動車排出ガス対策推進キャンペー
ンを実施した。
・神奈川県と連携した夏季における
揮発性有機化合物排出削減対策を
実施した。
・神奈川県及び山梨県と連携した冬
季における大気汚染対策を実施し
た。

達成状況 ○
目標実績 ５回

内容

山梨県、神奈川県等隣接県とニホ
ンジカ、ニホンザル等に関する情報
連絡会を行い、生息状況や対策に
関する情報を共有した。

1361
機関の共同設置など、市町が推進
する広域連携に対する支援

地方公共団体間の事務
の共同処理件数　累計
26件（2021年度）

経営管理部地域振
興課

1362

中核市への移行検討に係る支援な
どの地域における中核的拠点づくり
に対する支援

地域の実情に応じた着
実な支援

経営管理部地域振
興課

1363
市町等・県による電子入札システム
共同利用の推進

共同利用の運用（2021
年度を目標）

交通基盤部建設技
術企画課

1364
市町と県との協働による、教育の情
報化を推進するための取組

１回以上/年　実施
教育委員会教育政
策課

1365

静岡県・神奈川県・山梨県と金融機
関等の連携による、観光振興を中
心とした地方創生の取組

地方創生に向けた連携
による取組/毎年度

知事直轄組織総合
政策課

1366

災害対策山静神連絡会議及び応
援協定に基づく神奈川県、山梨県
との連携

災害に備えた連携体制
の確保/毎年度

危機管理部危機政
策課

1367
災害における広域応援協定に基づ
く全国都道府県との連携

災害に備えた連携体制
の確保/毎年度

危機管理部危機政
策課

1368
新潟県・長野県・山梨県と連携した
移住対策への取組

1箇所で連携した取組を
実施/年

くらし・環境部企画政
策課

1369
神奈川県・山梨県等と連携した環境
保全への取組

大気汚染防止等に向け
た連携確保/毎年度

くらし・環境部生活環
境課

1370
隣接県で共通する鳥獣被害の解決
に向けた取組の推進

関係県との野生鳥獣に
関する情報連絡会の実
施/毎年度

くらし・環境部自然保
護課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 １回

内容

富士箱根伊豆地域の不法投棄防
止を観光客等に呼びかける合同
キャンペーンを箱根町港前広場で
実施した。９機関31名が参加した。

達成状況 ○
目標実績 １回

内容

静岡・山梨両県知事等が参画する
協議会を平成３１年３月１９日に開催
し、富士山の保存管理及び整備活
用等の取組を推進した。

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容

・「富士登山オフィシャルサイト」で混
雑予想カレンダーや台風情報等を
登山者に提供し、安全で快適な富
士登山を推進した。
・（株）ワイヤ・アンド・ワイヤレスと協
定を締結し、富士山開山時期にお
ける無料Ｗｉ－Ｆｉ設備を全山小屋に
設置した。

達成状況 ○
目標実績 会議３回、研修会２回

内容

会議（幹事会）及び研修会に参加
し、内閣官房、８県１１市で緊密に連
携を図りながら、適切な保存管理を
推進した。

達成状況 ○
目標実績 欧米豪、台湾市場からの誘客促進

内容

・米国個人旅行者を対象としたプロ
モーションの実施
・ゴルフをテーマとした欧米豪市場
からのファムトリップの実施

達成状況 ○

目標実績
静岡、まつもと空港共通の就航地で
ある福岡空港からの誘客促進

内容

・レンタカー利用の周遊ルート作
成、旅行会社訪問
・旅行会社を招聘したファムトリップ
の実施（福岡発商品）

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
就航先と連携した相互のプロモー
ション活動、就航先への教育旅行
調査団派遣などを実施

達成状況 ○
目標実績 出動実績：　１８件

内容
広域連携協定に基づく相互応援を
実施。

達成状況 ×
目標実績 1回

内容

・平成30年10月静岡にて開催
・KPIに対する事業の進捗状況や改
善方法、連携深化・発展について
協議

達成状況 ○
目標実績 10月に実施

内容 総会及び要望活動を実施した。

達成状況 ○
目標実績 7月に実施

内容 総会及び要望活動を実施した。

1371
神奈川県・山梨県等と連携した不法
投棄等の防止に向けた取組

不法投棄や産業廃棄物
不適正処理の防止に向
けた取組　1回以上実施
/年

くらし・環境部廃棄物
リサイクル課

1372

山梨県、富士山周辺市町村等で構
成する「富士山世界文化遺産協議
会」による保存管理の推進

協議会の開催回数
1回以上/年

文化・観光部富士山
世界遺産課

1373
山梨県等と連携した安全で適正な
富士登山に向けた取組

・「富士登山オフィシャ
ルサイト」の着実な運営
・全山小屋に無料Ｗｉ－
Ｆｉ環境の設置

文化・観光部富士山
世界遺産課、観光政
策課

1374

８県１１市で構成する「『明治日本の
産業革命遺産』世界遺産協議会」
による保存管理の推進

協議会主催の会議・研
修会への参加/年

文化・観光部富士山
世界遺産課

1375
富士箱根伊豆国際観光テーマ地区
推進協議会による観光誘客の取組

協議会主催の誘客施策
への協力/毎年度

文化・観光部観光振
興課

1376
山梨県・長野県（松本市）の３県市
による広域観光連携

３県市が実施する誘客
施策への協力/毎年度

文化・観光部観光振
興課

1377
富士山静岡空港の就航先との交
流・プロモーション

就航先との連携確保/
毎年度

文化・観光部空港振
興課

1378
基本協定に基づく、神奈川県及び
山梨県とのドクターヘリ広域連携

連携体制の確保/毎年
度

健康福祉部地域医
療課

1379

香川県と連携した、「農・食・健」連
携型「健康・長寿の産業化・地域ブ
ランド化」推進事業の推進

事業調整会議の実施
２回／年

経済産業部農業戦
略課

1380

中部横断自動車道の早期開通に向
けた山梨県、長野県、新潟県及び
沿線市町村との連携

建設促進大会や要望活
動の実施
１回以上実施/年

交通基盤部道路企
画課

1381

三遠南信自動車道の早期開通に向
けた愛知県、長野県及び沿線市町
村との連携

建設促進大会や要望活
動の実施
１回以上実施/年

交通基盤部道路企
画課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 7月に実施

内容 要望活動を実施した。

③規制改革の推進

○地域課題の解決に向けた規制改革の推進

達成状況 →
目標実績 県及び22市町で設置済

内容
未設置の市町に対して、設置の検
討を依頼した。

達成状況 ○
目標実績 １回開催

内容
平成31年２月に、第４回“ふじのく
に”規制改革本部会議を開催した。

達成状況 →

目標実績 累計14件

内容
団体訪問等による提案の掘起こし
や規制所管部局との調整による審
議の充実を図った。

1382

新東名高速道路の早期開通に向け
た神奈川県、愛知県及び沿線市町
村との連携

建設促進大会や要望活
動の実施
１回以上実施/年

交通基盤部道路企
画課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

1383
市町における規制改革提案窓口の
設置促進

窓口の設置数
県・全市町
（2021年度）

経営管理部地域振
興課

1384 “ふじのくに”規制改革会議の開催 １回以上/年　開催
経営管理部地域振
興課

1385

民間からの規制改革会議への提案
を促進し、規制・制度の見直し（緩
和・強化）を検討

累計30件以上
（2016～21年度）

経営管理部地域振
興課

20



Ⅱ　生産性の高い持続可能な行財政運営

Ⅱ-１　最適な組織運営と人材の活性化

①政策の推進に向けた体制整備

○社会経済情勢の変化に的確に対応した戦略的な組織の構築

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

駿河湾フェリーの利用を促進するた
め、観光部門の組織を見直すととも
に、フェリー事業を引き継ぐ法人に
職員を派遣した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
農林大学校の専門職大学への移行
準備に向け、専門職大学開学準備
室を設置し、現地へ駐在させた。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

東京2020オリンピック・パラリンピック
の県内開催に向け、オリンピック・パ
ラリンピック調整室を設置した。ま
た、ラグビーワールドカップ2019の
県内開催に向け、ラグビーワールド
カップ2019推進課を増員した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

部局の枠組みを超えた政策推進体
制を構築するため、以下のPT等を
設置・運営
・駿河湾フェリーPT
・社会健康医学推進庁内会議
・文化力の拠点PT

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

県と市町の連携を強化するため、地
域づくりの基本方針策定等の業務
を、知事直轄組織総合政策課から
経営管理部地域振興課に移管し
た。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

オリンピック・パラリンピック関係業
務、専門職大学開学準備業務な
ど、現地で実施する方が効率的な
業務について附置室を設置し、現
地に駐在する体制とした。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

県第４次被害想定及び平成30年度
の人事異動、組織改正を踏まえて、
対象146所属（本庁55局・課、出先
91本所・支所）について再度見直し
を実施し、その結果を公表した。

達成状況 ◎
目標実績 下記のとおり

内容
浜松学園への指定管理者制度を導
入するとともに、富士山静岡空港へ
コンセッションを導入した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
平成19年の出先機関見直し以降の
状況変化を踏まえて、支所駐在の
見直しの検討を行った。

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2101
民間の専門組織との役割分担を踏
まえた文化・観光分野の組織見直し

DCキャンペーンや、東京
2020オリンピック・パラリン
ピック開催、文化プログラ
ムの実施を踏まえて見直
しを実施

経営管理部人事課

2102

農業の競争力強化に向け、先端技
術を踏まえた研究体制や普及体制
の見直し及び農林大学校の専門職
大学化

新総合計画の推進に併
せて研究所・普及体制の
見直しを実施
専門職大学を2020年開
校

経営管理部人事課

2103

東京2020オリンピック・パラリンピッ
ク、ラグビーワールドカップ2019の実
施体制とスポーツ振興体制の構築

大会開催(2019年度、
2020年度）に向けた体制
整備を段階的に実施

経営管理部人事課

2104
PTの設置など部局の枠組みを超え
た政策推進体制の構築

施策推進のため、必要に
応じて構築

経営管理部人事課

2105

賀茂地域の取組の他地域の展開な
ど、県と市町の連携体制のあり方の
見直し

施策推進に併せて見直し
の実施

経営管理部人事課

2106
本庁と出先機関の役割分担の見直
し

施策推進に併せて見直し
の実施

経営管理部人事課

2107

県の担うべき役割やＢＣＰに配慮し
た適正な人員配置や組織体制の確
保

毎年度職員配置後に県
のBCP計画の見直しを実
施

経営管理部人事課

2108
空港、福祉施設など公の施設のあり
方の見直し

浜松学園への指定管理
者制度の導入（2019年
度）
富士山静岡空港へのコン
セッションの導入（2019年
度）

経営管理部人事課

2109

交通状況の改善、権限移譲や災害
対策等、状況の変化を踏まえ支所
駐在を見直し

年１回見直し実施(組織
改編時)

経営管理部人事課

◎…目標達成（取組完了）　　　　　　　　　　　○…目標達成（毎年度取組）
×…目標未達成　　　　　　　　　　　　　　　　　→…取組継続中
－…今後の取組（実施時期未到来）　　　　　集計中…指標未判明
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
浜松学園の運営について、指定管
理者制度を導入した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
試験研究機関について、最適な研
究科体制の在り方等の検討を行っ
た。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容
再任用職員の職域の見直しを行
い、高齢層職員の職域を拡大した。

達成状況 ○
目標実績 社会人経験者７人、障害者６人

内容
多様な人材を確保するため、社会
人経験者及び障害者を採用した。

達成状況 ○
目標実績 行政（総合型）の受験者数337人

内容

大卒（行政（総合型））で、受験年齢
の引上げ、１次試験の東京会場実
施等により、前年受験者数194人か
ら337人に増加した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

・県立美術館、ふじのくに地球環境
史ミュージアム、富士山世界遺産セ
ンター、ふじのくに茶の都ミュージア
ムの運営に専門的知見を活かすた
め、館長に民間人材を任用した。

達成状況 ○
目標実績 検討課題に応じて実施

内容
標準法を基本とし、各校種の課題に
応じた適正な定員管理を行った。

達成状況 ○
目標実績 適正に配置

内容
県民の期待と信頼に応える警察の
確立に向け、職員の配置を見直す
など、体制の強化を図った。

達成状況 ○
目標実績 検討課題に応じて実施

内容
業務の状況に応じた適正な定員管
理を行った。

達成状況 ○
目標実績 方針の検討を実施

内容
今後の学校事務の在り方につい
て、方針の検討を行った。

達成状況 ○
目標実績 28市町

内容

平成30年４月から県内５モデル地区
において、共同学校事務室を試行
し、９月に義務教育課において共同
学校事務室指針を作成した。
平成31年４月１日に28市町が学校
管理規則を改正し、共同学校事務
室を設置している。

②働きがいを生み出す働き方改革の推進

○既存業務の見直しの徹底

達成状況 ×
目標実績 4.2%削減、80％

内容

非正規職員の労働時間が減少した
ものの、正規職員数及び時間外勤
務時間が増加したことにより、総労
働時間も増加した。

2110 業務の民間への委託
年１回見直し実施(組織
改編時)

経営管理部人事課

2111
研究科体制や組織統合など、試験
研究機関の見直し

年１回見直し実施(組織
改編時)

経営管理部人事課

2112

定年延長も視野に入れ、高齢層職
員の職域の拡大等の多様な活躍の
場を検討

年１回再任用職員の職域
の見直し実施(組織改編
時)

経営管理部人事課

2113
社会人経験者や障害者など多様な
人材を幅広く確保

社会人経験者や障害者
を毎年採用

経営管理部人事課

2114
県政に興味を持ち、県職員を目指
す人材の確保

受験者数を前年より増加
人事委員会職員課、
経営管理部人事課

2115
県施策の状況に応じて民間人材等
の活用により、組織の専門性を向上

必要な分野で活用 経営管理部人事課

2116

教職員について、教職員定数等に
関する標準法のほか、諸課題に応
じて適正に配置

毎年度の方針や検討課
題に応じて実施

教育委員会教育総
務課

2117
警察官について、警察法等のほ
か、治安状況に応じて適正に配置

毎年度、状況に応じて見
直し

警察本部警務課

2118
教育委員会事務局について、一般
行政部門の取組に準じ適正に管理

毎年度の検討課題に応
じて実施

教育委員会教育総
務課

2119
県立学校における総務事務等の集
中化

毎年度検討、方針に従い
実施

教育委員会教育総
務課

2120
小中学校における学校共同事務室
の設置

毎年度検討、方針に従い
実施

教育委員会義務教
育課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2121
総労働時間の縮減を目指した定員
管理の推進

経営管理部人事課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ×
目標実績 4.2%削減、80％

内容

組織定数改正後の事情変化等によ
り、一時的に業務が集中した所属に
配置している業務応援要員を増員
した。

達成状況 ×
目標実績 4.2%削減、80％

内容

時間外縮減推進月間や完全消灯
日の設定等により時間外縮減の取
組を推進するとともに、必修研修、
指名研修及び選択研修において、
マネジメント能力向上を目的とした
研修を実施した。

達成状況 ×
目標実績 4.2%削減、80％

内容

職員一人ひとりの意識改革を促す
ため、定時退庁の徹底や幹部職員
による庁内放送や声かけを実施し
た。

達成状況 ×
目標実績 4.2%削減、80％

内容

ひとり１改革運動の取組方針の１つ
に「既存事務の徹底した見直し」を
掲げ、事務の簡素化・効率化にかか
る取組を推進した。

○効率的で働きやすい職場の実現

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

働く「時間」の多様化として時差勤
務の区分を４パターンから９パター
ンに拡大した。また、働く「場所」の
多様化としてサテライトオフィスを東
部総合庁舎及び東京事務所に設
置した。
今後は、在宅勤務の実施に向けて
制度設計や機器整備を進める。

達成状況 ×
目標実績 82.90%

内容
総務監会議など様々な機会を捉え
て、休暇の取得促進や取得しやす
い環境づくりについて周知した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

職員向けの意識調査として、年度末
に働き方改革アンケートを実施し
た。また、働きやすい職場づくりに向
けた職場環境の改善として、経営管
理部地域振興局をモデルとして、レ
イアウトの変更や事務ツールの整備
などのワークプレイス改善を行った。
モデル実施を行った職員からは概
ね高い評価を得たことから、今後
は、出先機関を含めワークプレイス
改善の実施箇所を拡大する。

達成状況 →
目標実績 78人

内容

様々な年齢層に対してメンタル不調
の未然防止や早期発見のための事
業を実施しているが、2018年度は若
年層の療養者の増加が見られ、全
体数が増加に転じた。
今後も、様々な年齢層への研修会
や健康相談、ストレスチェックの結果
活用などにより、職員のセルフケア
と職場におけるラインケアの支援を
継続していく。

2122

業務応援要員の配置、イクボス会議
を中心とした時間外勤務の縮減の
推進

経営管理部行政経
営課、人事課

2123

時間外勤務縮減の取組やマネジメ
ント能力向上の研修などによる、能
率的な業務執行の推進

経営管理部行政経
営課、人事課

2124

時間外勤務時間を前年度以下に縮
減するため、職員一人ひとりの意識
改革の推進

経営管理部行政経
営課、人事課

2125
｢やめて、へらして｣をより重視した既
存業務の徹底的な見直し

経営管理部行政経
営課

2126

働く時間や場所にとらわれず、柔軟
に働くことができる職場環境づくり
(フレックスタイム制、サテライトオフィ
ス、在宅勤務など)の推進

職員向けの意識調査の
実施と改善への取組/毎
年度

経営管理部行政経
営課、人事課

2127

仕事と生活との両立を支援するた
め、勤務時間、休暇、休業等の働き
方に係る制度の見直し

男性の配偶者出産休暇･
育児参加休暇取得
率:100％

経営管理部人事課

2128

働きやすい職場づくりを進めるた
め、職員を対象とした意識調査を実
施し、その結果を示すとともに、改善
に向けた取組を推進

職員向けの意識調査の
実施と改善への取組/毎
年度

経営管理部行政経
営課

2129

ストレスチェックの結果活用等をはじ
めとした、対策の充実等により、職
員のメンタル不調を予防

メンタルヘルス不調によ
る長期療養者数：68人以
下(2021年度）

経営管理部健康指
導課

時間外勤務時間が540時
間を超える職員数を毎年
度前年度比10％削減

職場に活気があると感じ
ている職員の割合90％以
上
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 8.70%

内容

2018年度は糖尿病等腎症の重症
化予防のため血清クレアチニン検
査を導入し、健康管理区分判定基
準に結果を反映させた影響で、目
標値を下回った。
今後、区分判定基準の検証を行うと
ともに、若い年代からの健康意識醸
成のため、2018年度に県庁内で実
施した健康づくり啓発事業について
各総合庁舎等に展開していく。

③人材育成の推進

○全ての職員の意欲と能力を高め、活かす人事施策の推進

達成状況 ○
目標実績 対象者全職員受講

内容
キャリア開発研修30及びキャリア開
発研修40を実施し、目標を達成し
た。

達成状況 ○
目標実績 昇任・昇給等に活用

内容

職員のモチベーションを向上させる
よう、昇任・昇給に活用するととも
に、評価結果を勤勉手当の成績率
に活用する方法を確立した。

達成状況 ○
目標実績 見直しの実施

内容
課長級職員に対する研修を見直
し、上司のためのタイムマネジメント
研修等を新設した。

達成状況 ○
目標実績 75.8%

内容

職員の異動希望やこれまでの勤務
経歴、所属での実績や、将来のキャ
リア意向等を十分考慮し、適材適所
となる配置を行った。

達成状況 ○
目標実績 75.8%

内容

定期人事異動において、公募制度
に基づき、税務、文化・教育、県土
づくり、危機管理などの専門分野
に、意欲ある人材を登用した。

達成状況 ○
目標実績 見直しの実施

内容
ＥＢＰＭ実践講座を新設する等、職
員の能力開発を支援するための研
修計画の見直しを実施した。

達成状況 ○
目標実績 研修内容等の見直し実施

内容

民間企業、大学、海外機関、国、他
の都道府県等の人事交流につい
て、研修内容や交流先の見直しを
実施した。

達成状況 →
目標実績 31市町

内容
市町の意向を踏まえ、2019年度の
人事交流は79人、技術派遣は13人
の交流を実現。

達成状況 ○
目標実績 メンター制度の実施

内容

メンター制度を実施するとともに、副
班長級に昇任した職員を対象に、
その職責を果たすために必要な考
え方や技法を習得するための研修
を実施した。

2130

疾病の予防と早期発見及び健康の
保持増進を図るため、職員の意識
を醸成

健康診断結果により医療
を全く必要としない者の
率：31.1％以上（2021年
度）

経営管理部健康指
導課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2131

職員の意欲と能力を最大限に活用
する人材開発プログラム(ＣＤＰ)によ
り、キャリアプランの実現を支援

対象者全職員受講 経営管理部人事課

2132

職員が発揮した能力と挙げた業績
を把握した上で行われる人事評価
の結果の任用等への活用により職
員の士気を向上

年１回昇任･昇給に活用
年２回勤勉手当に活用

経営管理部人事課

2133

様々な研修や職務機会の付与、職
場におけるOJTの推進や人事評価
を通じ、職員一人ひとりの意欲と能
力を向上

年１回管理職に対する研
修の見直し実施

経営管理部人事課

2134

職員の意欲、能力、適性、経験や
キャリア意向等をきめ細かく把握し、
適材適所の配置

中堅職員の専門性の向
上に配慮した人事異動の
割合　75％以上

経営管理部人事課

2135
各種の公募制度を活用し、意欲ある
人材を積極的に登用

経営管理部人事課

2136

“ふじのくに”づくりに必要な人材を
育成するため、政策形成能力など
職員の能力開発を支援する研修制
度を推進

年１回研修内容や交流先
の見直し実施

経営管理部人事課

2137

異なる組織風土を持つ民間企業、
大学、海外機関、国・他の都道府県
等との人事交流の実施

経営管理部人事課

－

県・市町の人事交流制度を活用し
た人材育成・相互理解の推進＜再
掲＞

全市町との交流（2018～
2021年度）

経営管理部市町行
財政課、人事課

2138

中堅職員のマネジメント能力や政策
形成能力を向上させるため、中長期
的な視点に立った計画的人材育成
を推進

メンター制度を毎年実施 経営管理部人事課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 10.9%

内容
能力や適性を考慮し、女性職員を
管理職に積極的に登用した。

達成状況 →

目標実績 10.9%

内容
副班長級及び課長級の女性職員を
対象とした研修をそれぞれ実施し、
取組の推進を図った。

2139

全庁調整に携わる機会が多い部署
への女性職員の配属をはじめ、多
様な職務機会の付与などを通じ、管
理職への積極的な登用

管理職に占める女性職
員の割合15％（2021年
度）

経営管理部人事課

2140

女性職員の仕事へのやりがいを高
め、自らの能力の開発に取り組むこ
とができるよう、継続的な人事管理
の実施や研修などによる能力発揮
を支援

経営管理部人事課
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Ⅱ-２　健全な財政運営の堅持と最適かつ効果的な事業執行

①　将来にわたって安心な財政運営の堅持

○歳出のスリム化

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容

政策評価を踏まえエビデンスに基
づく改善を行うこととし、限られた財
源で最大限の事業効果を発揮する
ため、部局長がマネジメント力を発
揮し事業のスクラップアンドビルドを
行うなど、徹底的な事業の見直し等
に取り組んだ。

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容
令和元年度当初予算において、長
期継続事業の見直しを行った。（効
果：▲132百万円）

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容
令和元年度当初予算において、イ
ベント等の定例化業務の見直しを
行った。（効果：▲89百万円）

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容

サンセット方式については平成23年
度から継続して実施している。令和
元年度当初予算においては、事業
の必要性や効果を検証し、施策目
的達成に対する貢献度が不十分と
判断した7本の補助事業を廃止する
など、44本の県単独補助事業につ
いて見直しを行った。
県単独補助事業以外の補助事業に
ついても、予算編成において見直し
を行った。（効果：▲427百万円）

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容

令和元年度の予算編成において、
部局横断的に調整等を行い、類似
事業の見直しを行った。（効果：▲
68百万円）

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容
令和元年度の予算編成において、
費用対効果を踏まえた必要性につ
いて検証を行った。

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容
他県における集約化の状況を確認
した。

達成状況 ○
目標実績 1件

内容
令和元年度当初予算において一括
発注の促進による経費削減を行っ
た。（効果：▲1百万円）

達成状況 →
目標実績 １台削減

内容

公用車運用適正化５か年計画（第２
期）に基づき、30年度は、１台削減、
４台軽自動車化、１台低規格化をし
た。

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2201

成果指標に対する寄与度が高く課
題解決に直結する事業手法へ転換
するなど、歳出の重点化・効率化

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2202

長期にわたって実施している事業に
ついて、目的や手法、成果を検証し
見直し

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2203

例年実施のイベント、印刷物の作
成、協議会の開催など定例化業務
について見直し

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2204

補助金について、終了年次を設定
するサンセット方式の継続実施な
ど、目的・目標に対する貢献度が不
十分なものの廃止、目的が類似する
ものの統合化等の見直し

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2205

他団体（国、市町、民間等）や部局
間または同一部局内で実施してい
る類似事業を見直し

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2206

国所管公益法人等への負担金のう
ち法令義務のないものについて検
証し、廃止や減額等の見直し

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2207

事務事業の効率化・集約化を進め
コストの縮減を図るため、物品の調
達事務に加えて予算の計上及び執
行の一元化を導入

2021年度までに導入
知事直轄組織財政
課､経営管理部行
政経営課

2208
コスト縮減効果が望める業務につい
て一括発注等を導入

一括発注の導入件数の
拡大

知事直轄組織財政
課

2209

軽自動車・低規格車への買替促
進、車両の共同利用、保守業務の
共同発注等の促進

2021年度までに3台削減
（35台を軽自動車化、15
台を低規格車化）

出納局用度課、知
事直轄組織財政課

◎…目標達成（取組完了）　　　　　　　　　　○…目標達成（毎年度取組）
×…目標未達成　　　　　　　　　　　　　　　　→…取組継続中
－…今後の取組（実施時期未到来）　　　　集計中…指標未判明
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○
目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容

投資的経費は、資本形成、地域経
済・社会の発展に寄与することか
ら、事業の優先順位を見極めて、必
要な社会資本整備を重点的に実施
する必要がある。
令和元年度当初予算では、国の
「防災・減災、国土強靭化のための
３か年緊急対策」への対応や、国の
対策と連携した「緊急自然災害防止
対策事業」等防災対策への投資を
拡大したことにより、投資的経費は
前年度より増加した。

達成状況 集計中
目標実績 －

内容 －

達成状況 ○

目標実績 前年度比99.96％

内容

予算編成手法の見直しに伴う時間
外勤務の縮減や、ワークプレイスの
改善による業務効率の向上等に取
り組んだ。

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容
10月に新設された日本平山頂シン
ボル施設において指定管理者制度
を導入した。

○歳入の確保

達成状況 集計中

目標実績 －

内容 -

達成状況 ○

目標実績 14市町派遣

内容
2018年度は2017年度（10市町）より
支援を拡大。2019年度も14市町に
派遣（4月時点）。

達成状況 ○

目標実績 目標値　99.2％

内容

2018年度は2017年度（98.9％）を
0.3P上回る目標値を設定。2019年
度も0.2P上回る99.4％の目標値を
設定（4月時点）。

達成状況 ◎

目標実績 2税目拡大

内容
自動車税に加え、個人事業税及び
不動産取得税に拡大。

達成状況 ○

目標実績 1兆5,667億円（見込）

内容

投資的経費の優先化・重点化を図
り、県債残高の抑制に努めた結果、
30年度末の通常債残高は1兆5,667
億円（前年度比▲251億円）となり、
目標を達成できた。

達成状況 ○

目標実績 67回（291団体）/年

内容

国内外の投資家に対しＩＲを67回
（291団体）実施。本県の財政状況
等の説明を通じて、安定的な資金
調達を図っている。
また、地方債としては初めてとなる
外貨建て国内債を新たに発行し、
調達手段の多様化を推進した。

2210

財政状況や経済情勢等を踏まえた
機動的・弾力的な投資水準の適正
化を推進

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2211
多様な調達手法の導入により県債
発行コストを縮減し、公債費を抑制

県債残高に占める利払
額の割合の全国順位の
改善

知事直轄組織財政
課

2212

能率的な業務執行の推進による時
間外勤務の縮減、ICTの導入による
業務の効率化等による総労働時間
の抑制による人件費縮減

毎年度前年度以下
知事直轄組織財政
課

2213

指定管理者制度など、民間能力を
積極的に活用する中で、行政コスト
を縮減

民活手法導入施設の拡
大

経営管理部行政経
営課、知事直轄組
織財政課、各部局

2214

県個人住民税徴収対策本部会議に
よる数値目標の設定、滞納整理強
化月間などの取組の推進

全国10位以内の収入率
（2020年度）

経営管理部市町行
財政課、税務課

2215
職員の短期派遣による市町の個人
住民税徴収支援

市町の状況に応じて実施
/毎年度（～2020年度）

経営管理部税務課

2216
自動車税等の納期内納付の推進と
滞納整理の強化

数値目標を設定し、徴収
対策/毎年度

経営管理部税務課

2217
クレジットカード納付やＩＣＴ活用によ
る納税環境の整備

クレジットカード納付の対
象税目の拡大（2018年
度）

経営管理部税務課

2218
将来負担を増加させないよう現在の
通常債残高を上限として抑制

通常債残高上限1兆
6,000億円程度

知事直轄組織財政
課

2219
調達手段の多様化を推進し、安定
的な資金調達を図る

個別ＩＲ50回/年
知事直轄組織財政
課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○

目標実績 債権管理の研修会を5回開催

内容

外部専門家による債権の管理に関
する研修会を１回開催。
職員が講師となり、強制徴収公債権
の研修会を1回、主に新任職員を対
象とした基礎的な研修会を３回（県
内3会場）開催した。
徴収技術の向上を図るため、今後も
継続して研修を開催していく。

達成状況 ○

目標実績 徴収対策会議を1回開催

内容

「税外収入債権管理調整会議」を開
催し、各部局ごとの徴収目標を設定
して未収金の縮減に努めた。今後も
全庁を挙げて徴収対策に取り組ん
でいく。

達成状況 ○

目標実績 年１回検討を実施

内容

基金の債券運用については、年限
の長期化により運用益を確保した。
歳計現金及び基金の預託について
は、短期・長期の多様な預託期間を
設定した引合などを行い、運用益の
確保に努めた。

達成状況 →

目標実績 10億4,200万円（2018年度）

内容

2018年度の１年間で計画額の
18.7％に当たる10億4,200万円を売
却した。
売却可能な財産を的確に把握し、

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容

・未利用財産の計画的な売却等に
より、総延床面積は397万㎡となっ
た。
・４総合庁舎について中期維持保全
計画を策定した。

達成状況 →

目標実績

・2018年度の自動販売機公募（１２８
台）。
・2018年度の民間広告物公募（1
回）。
・ネーミングライツの募集（2018年度
契約件数０件）。

内容

・2018年度は、128台の自動販売機
の公募を実施した。
・広告付情報案内版の公募を実施。
元年度に設置予定。
・2018年度は県ホームページを活
用し、ネーミングライツの募集を実
施。

達成状況 ◎

目標実績
2018年度末までに全ての無償貸付
けを見直し

内容

対象28施設を、改正した基準に基
づき再整理を実施（有償貸付け５施
設、無償貸付け17施設、貸付終了
又は売却６施設）。

達成状況 →

目標実績 （知事部局） 解体（廃止）44戸

内容

古庄職員住宅（12戸）及び小鹿職
員公舎（32戸）の計44戸を廃止し、
建物を解体した。今後、跡地につい
て庁内利用や処分を検討していく。

目標実績 （教育委員会）解体（廃止）82戸

内容
計画どおり順調に進行している。
2019年度解体（廃止）予定戸数は
35戸。

目標実績 （警察本部）解体（廃止）4戸

内容

不要と判断した３棟４戸の職員住宅
を解体又は建物付売却した。職員
住宅管理計画の策定に向け財政課
と協議していく。

2220
研修会等による適正な債権管理の
徹底や徴収技術の習得などを推進

毎年度1回以上、研修会
等を開催

経営管理部管財
課、各部局

2221

全庁的な徴収対策会議を開催し、
前年度の収入未済総額以下となる
目標を設定し、徴収を強化

毎年度1回以上、徴収対
策会議を開催

経営管理部管財
課、各部局

2222
基金、歳計現金の運用期間を長期
化するなど、資金を効率的に運用

年1回検討
知事直轄組織財政
課､出納局会計課

－

県有財産の売却計画（2018～2022
年度）に基づく未利用財産の売却<
再掲>

・売却額　55億6千万円
（2018～2022年度）
・県有財産売却計画の見
直し/毎年度

経営管理部管財課

－
県有施設の効率的な改修・更新
<再掲>

・現有資産総延床面積
　398万㎡以下
（2021年度）
・保全計画の策定率100%

経営管理部行政経
営課、各部局

－
施設における空きスペースの活用
<再掲>

・自動販売機の設置者の
公募（３ヵ年で500台以上
の公募を実施）
・庁舎内のエレベーター
などへの民間広告物など
の掲出（毎年度1回以上
の公募実施）
・ネーミングライツ（命名
権）等、提案公募型の利
活用の実施（2021年度ま
でに３件以上実施）

経営管理部管財
課、行政経営課、各
部局

2223 財産の無償貸付の見直し
2018年度末までに全ての
無償貸付を見直し

経営管理部管財
課、各部局

－

職員住宅管理計画に基づき、計画
的な修繕を推進するとともに未利用
となった住宅の解体、処分を実施＜
再掲＞

解体（廃止）44戸（知事部
局）
解体（廃止）178戸（教育
委員会）
計画を策定し、不要と判
断した職員住宅を順次解
体、処分（警察本部）
（2021年度）

経営管理部福利厚
生課
教育委員会福利課
警察本部施設課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ○

目標実績 下記のとおり

内容
未利用の施設用地を売却した。引き
続き、未利用財産の有効利用・売却
を積極的に進める。

達成状況 ○

目標実績 令和元年度当初予算にて実施

内容

吉原林間学園診療所等の使･手数
料を新たに28項目設定するととも
に、既存の使用料等の見直しを行っ
た。（効果：30百万円）

達成状況 →

目標実績 H30廃止基金なし

内容
各基金の執行状況や充当事業の内
容を確認する等、基金の適正かつ
積極的な活用を図った。

〇国への提言

達成状況 ○

目標実績 ２回提言

内容

「静岡県の要望・提案」や、全国知
事会の「地方税財源の確保・充実等
に関する提言」を通じて、国への提
言を行った。

達成状況 ○

目標実績 ２回提言

内容

「静岡県の要望・提案」や、全国知
事会の「地方税財源の確保・充実等
に関する提言」を通じた国への提言
等により、「骨太の方針2018」におい
て、地方の一般財源総額について
は、2018年度地方財政計画の水準
を下回らないよう実質的に同水準を
確保することが明記された。

達成状況 ○

目標実績 ３回提言

内容

「静岡県の要望・提案」や「普通交付
税に関する意見の申出」、全国知事
会の「地方税財源の確保・充実等に
関する提言」を通じて、国への提言
を行った。

②　県有資産の最適化

〇将来の行政需要に応じた施設総量・配置の最適化、長寿命化、有効活用の推進

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容

・未利用財産の計画的な売却等に
より、総延床面積は397万㎡となっ
た。
・４総合庁舎について中期維持保全
計画を策定した。

達成状況 →
目標実績 10億4,200万円（2018年度）

内容

2018年度の１年間で計画額の
18.7％に当たる10億4,200万円を売
却した。
売却可能な財産を的確に把握し、
計画的な売却を推進する。

－
企業会計における未利用財産の売
却促進＜再掲＞

新規案件発生時、可能な
ものから実施

企業局経営課

2224

受益者負担に応じた新たな使用料・
手数料の設定や、コストバランスに
基づく低額な手数料の見直しなど、
受益者負担を適正化

年1回見直し実施（予算
編成時）

知事直轄組織財政
課

2225
目的を達成した基金の廃止など、基
金の有効活用を推進

1基金以上
知事直轄組織財政
課

2226
国・地方を通じた中長期的に安定的
な税財政の枠組みの構築

毎年度国に提言
知事直轄組織財政
課

2227
行政サービスの安定的提供のため
の一般財源総額の確保

毎年度国に提言
知事直轄組織財政
課

2228
臨時財政対策債の廃止も含めた抜
本的な改革と償還財源の確保

毎年度国に提言
知事直轄組織財政
課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2229 県有施設の効率的な改修・更新

・現有資産総延床面積
　398万㎡以下
（2021年度）
・保全計画の策定率100%

経営管理部行政経
営課、各部局

2230
県有財産の売却計画（2018～2022
年度）に基づく未利用財産の売却

・売却額　55億6千万円
（2018～2022年度）
・県有財産売却計画の見
直し/毎年度

経営管理部管財課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →

目標実績

・2018年度の自動販売機公募（１２８
台）。
・2018年度の民間広告物公募（1
回）。
・ネーミングライツの募集（2018年度
契約件数０件）。

内容

・2018年度は、128台の自動販売機
の公募を実施した。
・広告付情報案内版の公募を実施。
元年度に設置予定。
・2018年度は県ホームページを活
用し、ネーミングライツの募集を実
施。

達成状況 ○
目標実績 以下のとおり

内容
未利用の施設用地を売却した。引き
続き、未利用財産の有効利用・売却
を積極的に進める。

達成状況 →
目標実績 （知事部局） 解体（廃止）44戸

内容

古庄職員住宅（12戸）及び小鹿職
員公舎（32戸）の計44戸を廃止し、
建物を解体した。今後、跡地につい
て庁内利用や処分を検討していく。

目標実績 （教育委員会）解体（廃止）82戸

内容
計画どおり順調に進行している。
2019年度解体（廃止）予定戸数は
35戸。

目標実績 （警察本部）解体（廃止）4戸

内容

不要と判断した３棟４戸の職員住宅
を解体又は建物付売却した。職員
住宅管理計画の策定に向け財政課
と協議していく。

達成状況 ◎
目標実績 下記のとおり

内容

青少年教育施設は現在の施設を発
展的に継続することとした。
富士山麓山の村は令和元年度末を
もって廃止することとした。

達成状況 ○
目標実績 長期継続契約４件

内容

長期継続契約を４件契約（内2018
年度２件契約）。
今後も合理的な発注方法を検討・
実施していく。

達成状況 ○
目標実績 5件

内容

・5施設の診断及び前年度に診断し
た4施設の追跡調査を実施
・平均でエネルギー使用量約3%削
減の改善を提案
・実施計画に基づき、年間5施設の
省エネ診断と追跡調査を実施

達成状況 →

目標実績
県及び27市町の公共施設の情報を
オープンデータ化

内容

建設年、面積、構造等、各自治体の
公共施設情報を公開した。併せて、
県の地理情報システム上にも掲載し
た。

〇老朽化が進む社会資本施設の最適な維持管理・更新

達成状況 ◎
目標実績 27施設

内容
・全27施設において、目標年次より
も前倒しで中長期管理計画の策定
を完了した

2231 施設における空きスペースの活用

・自動販売機の設置者の
公募（３ヵ年で500台以上
の公募を実施）
・庁舎内のエレベーター
などへの民間広告物など
の掲出（毎年度1回以上
の公募実施）
・ネーミングライツ（命名
権）等、提案公募型の利
活用の実施（2021年度ま
でに３件以上実施）

経営管理部管財
課、行政経営課、各
部局

2232
企業会計における未利用財産の売
却促進

新規案件発生時、可能な
ものから実施

企業局経営課

2234
県内の青少年教育施設等全体の動
向を踏まえたあり方を検討

県立青少年教育施設等
のあり方検討方針決定
（2018年度）

教育委員会高校教
育課、社会教育課

2235
長期継続契約等、多様な発注方法
の推進

３件以上実施/毎年度
経営管理部管財
課、各部局

2236

省エネルギー診断等の実施による
県有施設の省エネルギー化及び光
熱水費の最適化

省エネルギー診断等
５件/年

交通基盤部設備課

－
市町との連携によるファシリティマネ
ジメントの推進＜再掲＞

公共施設情報のオープ
ンデータ化取組市町数
35（2021年度）

経営管理部行政経
営課

2237
社会資本長寿命化行動方針に基づ
く中長期管理計画の策定

中長期管理計画の策定
27施設（2021年度）

交通基盤部建設政
策課

2233

職員住宅管理計画に基づき、計画
的な修繕を推進するとともに未利用
となった住宅の解体、処分を実施

解体（廃止）44戸（知事部
局）
解体（廃止）178戸（教育
委員会）
計画策定を進め、不要と
判断した職員住宅を順次
解体、処分（警察本部）
（2021年度）

経営管理部福利厚
生課
教育委員会福利課
警察本部施設課
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 →
目標実績 16施設

内容

・前年度までに中長期管理計画を
完了した16施設において、計画に
沿った点検・補修を実施した
・すべての施設において中長期管
理計画の策定が完了したため、計
画的な点検・補修を行っていく
・トータルコストの縮減を図りながら、
計画に沿った点検・補修を実施して
いく

③　最適かつ効果的な事業執行

〇ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善

達成状況 集計中
目標実績 －

内容 －

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

計画初年度であるため、９月末時点
での取組の着手状況を確認した。
今後は、各指標の結果と取組状況
について毎年度進捗評価を行って
いく。

達成状況 ○
目標実績 30人

内容

各部局制度を積極的に活用し、延
べ30人のアドバイザーから、県政の
重要課題に対し、広く高い見地から
提言等をいただいた。引き続き制度
を積極的に活用していく。

達成状況 →
目標実績 下記のとおり

内容

・2018年度の行政経営推進委員会
において「県庁の働き方改革」、「公
文書管理の在り方」について議論・
検討した。

達成状況 ○
目標実績 １回開催

内容
平成31年２月に、第４回“ふじのく
に”規制改革本部会議を開催した。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

県の建設工事契約において、元請・
下請全て、社会保険、厚生年金保
険及び雇用保険の加入事業者に限
定した。

達成状況 ○
目標実績 18,708件

内容
隔月で推進月間を設定するなど、運
動の活性化に取組、平成30年度の
取組件数は、18,708件となった。

達成状況 ○
目標実績 下記のとおり

内容

「フレッシュ部門」を設定し、若手職
員の改善の取組を推進し、年間表
彰式において優秀賞を受賞した取
組もあった。

達成状況 ×

目標実績 下記のとおり

内容

10月30日に研修会の開催し、21名
の出席であったが、８割を超える職
員が研修会の内容に満足してい
た。

2238
中長期管理計画に沿った点検・補
修

中長期管理計画に沿っ
た点検・補修
27施設（2021年度）

交通基盤部建設政
策課

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2239
総合計画及び分野別計画の進捗評
価実施・公表

100%
知事直轄組織総合
政策課、各部局

2240
公開の外部委員会により、行政経営
の進捗状況を評価・検証

行財政改革推進委員会
による進捗の検証を1回
以上実施/年

経営管理部行政経
営課

2241
各部局の課題解決に向けたリーディ
ングアドバイザー制度の一層の活用

アドバイザーの活用30人
（延人数）以上/年

知事直轄組織総合
政策課、各部局

2242

社会経済情勢の変化等を踏まえ
た、現行の仕組みや慣行等の不断
の検証

・全ての外郭団体の必要
性の検証
・「学校給食ガイドライン」
の完全実施
・「補助教材取扱ガイドラ
イン」の完全実施　など

経営管理部行政経
営課、全部局

－
“ふじのくに”規制改革会議の開催
＜再掲＞

１回以上/年　開催
経営管理部地域振
興課

2243

「誰もが活躍する社会の実現」など
の県施策を推進するため、県の契
約制度を改善

改善策の検討、推進 出納局会計課

2244

ひとり1改革運動の推進による、日常
業務における改革・改善の意識醸
成

ひとり1改革運動取組件
数17,100件以上/年

経営管理部行政経
営課、各部局

2245

若手職員の柔軟な発想を引き出せ
るよう、若手職員の取組を奨励する
「フレッシュ部門」の推進

経営管理部行政経
営課、各部局

2246

ＱＣサークル民間業務改善指導者
による研修会の実施と優秀事例の
審査及びアドバイスによる活動の充
実

ＱＣサークル民間業務改
善指導者による研修会に
50人以上参加/年

経営管理部行政経
営課、各部局
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Ⅱ-３　ＩＣＴ等の革新的技術の利活用による業務革新

①　新世代ＩＣＴ等の導入・利活用の推進

〇県行政の効率化・高価値化の推進

達成状況 →

目標実績 １５件

内容
RPAの導入など、高度情報化基本
計画に基づき新たな取組みが１５件
実現された。

達成状況 ○

目標実績 １５回/年

内容
RPAやAI-OCR等、次世代ICT技術
の説明会を１５回開催した。

達成状況 →

目標実績 24業務試験導入

内容
入札基本情報の入力など、パソコン
上の定型的な２４業務にRPAを試験
導入した。

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容
2018年度に映像情報共有化の工事
契約を行い、２ヵ年で整備中。

達成状況 ○

目標実績 下記のとおり

内容

働く「時間」の多様化として時差勤
務の区分を４パターンから９パター
ンに拡大した。また、働く「場所」の
多様化としてサテライトオフィスを東
部総合庁舎及び東京事務所に設置
した。
今後は、在宅勤務の実施に向けて
制度設計や機器整備を進める。

達成状況 ○

目標実績 ３件

内容

立地条件、施設規模が異なる３施設
の外壁調査をドローンで実施。従来
調査との精度、費用等を比較検証
中。引き続き調査実績を積み、導入
の可能性を検討していく。

達成状況 →

目標実績 64社

内容 平成30年度現在の累計64社

達成状況 →

目標実績 1件

内容
自動運転用地図（ダイナミックマッ
プ）に活用された

達成状況 →

目標実績 自治体クラウドに関する会議　11回

内容

熱海市、伊東市、御殿場市、函南
町によるグループ討議等、自治体ク
ラウドの促進に関する会議を11回実
施した。

目標実績 県立学校クラウド活用率　92.9％

内容

希望する学校にG-Suiteのアカウン
トを発行している。今後は実証研究
を行い、効果的な利活用について
検討していく。

項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

2301
ＩＣＴを利活用し、新たに効率化や
高価値化を推進

累計20件以上
（2021年度）

経営管理部ＩＣＴ
政策課、電子県庁
課

2302
ＩＣＴ（ＩｏＴ、ＡＩ等）の利活用を促進
する説明会等の実施

10回／年
（2021年度）

経営管理部ＩＣＴ
政策課、電子県庁
課

2303

ＲＰＡ（Robotic Process Automation)
の有効性を検証し、定型的な事務
処理を効率化

2018年度試験導入実
施、
2019年度～各部局での
導入検討

経営管理部ＩＣＴ
政策課、電子県庁
課

2304

県デジタル防災通信システム等防
災関連システムに最新の技術など
を用いた機能向上、対災害性の向
上等の実施

市町や防災関係機関と
の映像情報の共有化　50
機関（2020年度）

危機管理部危機
対策課

－

働く時間や場所にとらわれず、柔軟
に働くことができる職場環境づくり(フ
レックスタイム制、サテライトオフィ
ス、在宅勤務など)の推進＜再掲＞

職員向けの意識調査の
実施と改善への取組/毎
年度

経営管理部行政
経営課、人事課

2305
施設維持管理へのドローン活用の
検討

導入可能性調査の実施/
毎年度

交通基盤部営繕
企画課

2306

交通基盤部発注工事における「ＩＣ
Ｔ活用工事（ＩＣＴ土工）の施行方
針」による積極的な導入及び生産性
の向上
（ドローンの活用による３次元座標に
よる面的な現場管理）

ICT施行を実施できる建
設企業者の割合　累計
100社以上（2021年度）

交通基盤部建設
技術企画課

－

多様な主体が参画し、３次元点群
データを利活用したサービス開発
への取組＜再掲＞

３次元点群データを活用
して開発されたサービス
（システム数）５件以上
（2021年度）

交通基盤部建設
技術企画課

2307
市町を含めクラウドコンピューティン
グ技術の利活用の検討を実施

・自治体クラウドに関する
講演会、グループ討議の
開催５回／年
・全県立学校でのクラウド
活用（2021年度）
・市町アンケート等での状
況確認/毎年度

経営管理部ＩＣＴ
政策課
教育委員会教育
政策課

◎…目標達成（取組完了）　　　　　　　　　　○…目標達成（毎年度取組）
×…目標未達成　　　　　　　　　　　　　　　　→…取組継続中
－…今後の取組（実施時期未到来）　　　　集計中…指標未判明
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項 目
取組
番号 具 体 的 取 組 目 標 Ｒ1担当課等 取組状況（Ｈ30年度）

達成状況 ◎

目標実績 事務処理システム数　819本

内容
2018年度末で稼動中の事務処理シ
ステム数は819本となり、目標を達
成。

目標実績
(教育総合ネットワーク)

システム数50本

内容
研修申込、自家用車使用、情報セ
キュリティ実施手順DBを新設し、提
供システム数は目標に到達した。

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容
３次元点群データの登載ビューアの
試験実装した。

達成状況 →

目標実績 71.6%　（H30.3時点）

内容

無線LANアクセスポイントを全校整
備し、タブレット端末とプロジェクタを
計画に沿って整備した。公開授業
やICT活用研修を実施した。

達成状況 －

目標実績 －

内容
文化力の拠点への全館移転の際に
実現化に向けて検討する。

達成状況 →

目標実績 クラウド活用92.9％

内容

希望する学校にG-Suiteのアカウン
トを発行している。今後は実証研究
を行い、組織的な取組に発展させ
ていく予定である。

〇行政手続のオンライン化による事務の改善

達成状況 →

目標実績 65，057件

内容

順調に進捗している。
申請件数の多い手続と類似してい
る手続の電子申請システム利用を
促していく。

達成状況 →

目標実績 756件

内容

目標達成。
引き続き庁内向け研修会の開催等
により、実績の維持・更なる向上に
努めていく。

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容

特別支援教育就学奨励費事務にお
いて、マイナンバーを活用した情報
照会を行い、保護者が提出する書
類の簡略化を図る。

達成状況 →

目標実績 26市町

内容
行政経営研究会において、情報提
供や意見交換を行った。
R元年度４市町が導入する予定。

達成状況 →

目標実績 静岡県11.9％（全国平均13.0％）

内容
行政経営研究会において、企業等
一括申請を試行。効果と課題の検
証を行った。

達成状況 集計中

目標実績 －

内容

ホームページでの案内や電話問合
せの際の周知を行い、来庁すること
なく請求することを希望する方が選
択できるようにしていく。

達成状況 →

目標実績 下記のとおり

内容
未加入の５町（川根本町、松崎町、
森町、南伊豆町、吉田町）に対し、
継続して参画を依頼中。

2308

パソコンネットワークシステムのグ
ループウェアを活用した事務処理シ
ステムの拡充

・事務処理システム数800
本（2021年度）
・教育総合ネットワークに
おける事務効率化に有
効なシステム数50本
（2021年度）

経営管理部電子
県庁課
教育委員会教育
政策課

2309 ＧＩＳを活用した業務改善の推進
業務改善数10件（2021年
度）

交通基盤部建設
技術企画課、各部
局

2310
各教科等の授業におけるＩＣＴ活用
の推進

授業中にＩＣＴを活用して
指導する能力を有する教
員の割合　85％（2021年
度）

教育委員会教育
政策課

2311
県立中央図書館におけるＲＦＩＤを
利用した蔵書管理

80万冊（2020年度導入目
標）

教育委員会県立
中央図書館

2312
インターネット等を活用した、教育・
学習システムの研究を実施

全県立学校でのクラウド
活用（2021年度）

教育委員会教育
政策課

2313
申請・届出等手続のオンライン化の
推進

電子申請システム利用件
数70,000件（2021年度）

経営管理部電子
県庁課

2314
電子申請システムの利用可能な手
続数の拡大

利用可能な手続数（様式
数）400件（2021年度）
↓
【目標値の見直し】
800件（2021年度）

経営管理部電子
県庁課

2315

マイナンバーを活用した申請手続き
の効率化等、県民の利便性を高め
る取組の実施

積極的に推進 全部局

2316
コンビニ交付サービス導入市町の
拡大に向けた市町への支援

32市町　（2021年度）
経営管理部市町
行財政課

2317

マイナンバーカードの企業等一括
申請等の導入に向けた市町への支
援

マイナンバー交付率　全
国平均以上

経営管理部市町
行財政課

2318

誰もが手軽に公文書開示請求がで
きるよう、ファックスやインターネット
での受付を推進

ファックスやインターネット
で受付した開示請求の割
合の拡大/毎年度

経営管理部法務
文書課

－
市町等・県による電子入札システム
共同利用の推進＜再掲＞

共同利用の運用（2021年
度を目標）

交通基盤部建設
技術企画課
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